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復興計画プロジェクトの進捗状況について 

【平成 30 年 3月末現在】 

 

１ 気仙沼市緊急産業復旧プロジェクト 

２ 世界一の魚市場プロジェクト 

３ 造船・舶用工業界の集約と連携（造船団地）プロジェクト 

４ 環境と防災に配慮したフォレストベンチ工法活用プロジェクト 

５ 気仙沼市 再生エネルギー導入プロジェクト 

６ 三陸リアス・ジオパークプロジェクト 

７ セントラルパーク（ユニバーサルデザインの公園）整備プロジェクト 

８ 商店街および中心市街地再生プロジェクト 

９ 特区活用漁業再生振興プロジェクト 

10 文化芸術芸能再興プロジェクト  

11 防災自然公園ベルト「海の照葉樹林」プロジェクト 

12 水源の分散化（安全な水辺づくり）プロジェクト 

13 復興住宅整備プロジェクト 

14 企業・大学・研究機関誘致強化プロジェクト 

15 観光メニュー開発プロジェクト 

16 ＮＰＯ・ＮＧＯとの積極的協働プロジェクト 

17 情報発信改革プロジェクト 

18 復興シンボルイベント開催プロジェクト 

  

資料４ 
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復興計画プロジェクト 担当課一覧及び自己評価 

プロジェクト名 
担当課 

（リーダー所属課） 

進捗評価（Ｈ29年度下半期） 

復興の内容 復興の速度 総合評価 

１ 気仙沼市緊急産業復旧プロジェクト 水産課 Ａ Ａ Ａ 

２ 世界一の魚市場プロジェクト 水産基盤整備課 Ｂ Ｂ Ｂ 

３ 造船・舶用工業界の集約と連携（造船 

団地）プロジェクト 
産業再生戦略課 Ａ Ｂ Ｂ 

４ 環境と防災に配慮したフォレスト 

ベンチ工法活用プロジェクト 
土木課   Ｆ 

５ 気仙沼市 再生エネルギー導入 

プロジェクト 
環境課 Ａ Ａ Ａ 

６ 三陸リアス・ジオパークプロジェクト 観光課 Ａ Ａ Ａ 

７ セントラルパーク（ユニバーサルデザ 

インの公園）整備プロジェクト 
都市計画課 Ｂ Ｂ Ｂ 

８ 商店街および中心市街地再生 

プロジェクト 
商工課 Ａ Ｂ Ｂ 

９ 特区活用漁業再生振興プロジェクト 水産課 Ａ Ａ Ａ 

10 文化芸術芸能再興プロジェクト  生涯学習課   Ｆ 

11 防災自然公園ベルト「海の照葉樹林」 

プロジェクト 
土木課   Ｆ 

12 水源の分散化（安全な水辺づくり） 

  プロジェクト 
工務課 Ａ Ａ Ｂ 

13 復興住宅整備プロジェクト 建築・公営住宅課   Ｆ 

14 企業・大学・研究機関誘致強化 

プロジェクト 
産業再生戦略課 Ａ Ａ Ｂ 

15 観光メニュー開発プロジェクト 観光課 Ａ Ａ Ａ 

16 ＮＰＯ・ＮＧＯとの積極的協働 

プロジェクト 
地域づくり推進課 Ａ Ａ Ｂ 

17 情報発信改革プロジェクト 秘書広報課 Ａ Ａ Ａ 

18 復興シンボルイベント開催 

プロジェクト 
水産課 Ａ Ａ Ａ 

凡例 

「復興の内容」 Ｓ 計画を上回る      Ａ 計画の想定通り    Ｂ 計画を下回る 

「復興の速度」 Ｓ 計画より早く進んでいる Ａ 計画通りに進んでいる Ｂ 計画より遅れている 

「総合評価」   Ｓ 計画を上回る      Ａ 計画通り       Ｂ 課題があるが前進 

 Ｃ 問題あり               Ｄ 中止         Ｆ 完了 
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１ 気仙沼市緊急産業復旧プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １ 気仙沼市緊急産業復旧プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部水産課長， サブリーダー：産業部水産基盤整備課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 「第 3節 産業再生と雇用創出」全般 

プロジェクトの目標 産業の早期復旧 

プロジェクトの実施期間 平成２３年度から平成３０年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

【ソフト面】 

１ 水産業復興対策本部との定例会を継続し，意見交換・課題の共有を図る。 

２ 水産加工業者を中心に，水産関連業者への訪問を行い，相談及び意見交換

を継続して実施する。 

【補助事業】 

１ 水産業共同利用施設復旧支援事業 

２ 水産業協同利用施設復旧整備事業 

３ 中小企業等グループ施設等復旧支援事業 

４ 水産業共同利用施設復興整備事業 

５ 水産加工業従業員宿舎整備事業 

【水産加工場の集積，加工団地】 

 南気仙沼地区，鹿折地区，赤岩港 

【施設等】 

１ 漁港施設の災害復旧工事 

２ 漁業集落防災機能強化事業 

３ 漁港施設機能強化事業 

４ 漁業用施設整備事業 

５ 漁港船揚場施設滑り材設置事業 

６ 水産物輸送荷捌き用地整備事業 

  ※事業ごとのスケジュールが必要 

推進に必要な組織・体制 

○水産業復興対策本部（水産関連事業者） 

○話し合うというより，実働部隊のワーキンググループ 

○事務局の強化：原案を作成できる 

○南気仙沼地区，鹿折地区，赤岩港地区ごとの組織 
 ※組織体制の案をツリー図で作成が必要 

平成 23～29 年度の実績 下記「経過」に記載のとおり 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

Ｈ２３年～ 水産業災害対策本部との定例会，水産関連業者への企業訪問（随時）   

Ｈ２３年～ 各種補助事業の活用による水産加工施設等の整備   

Ｈ２４年～ 復興交付金の活用による水産加工施設等の整備  33,064,500 千円 計上済（一部繰越中） 

Ｈ２６年  産業復興支援事業（市独自支援）による水産関係施設の整備  282,256 千円 計上済 

Ｈ２７年～ 水産物輸送荷捌き用地整備事業 183,807 千円 計上済 

Ｈ２７年～ 水産加工業従業員宿舎整備事業による従業員確保支援 141,665 千円 計上済 

Ｈ２３年～ 気仙沼漁港水産加工場区画整理事業調査測量設計（南気

仙沼地区，鹿折地区），漁港施設機能強化事業を活用 

Ｈ２４年～ 用地買収，工事着手 

99,916 千円 

 

4,914,000 千円 

計上済 

 

計上済 
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Ｈ２５年～ 用地買収，工事，用地確定測量 

      基盤整備工事 

3,000,000 千円 

1,583,000 千円 

計上済 

計上済 

Ｈ２４年～ 漁港施設の災害復旧工事（13 漁港） 

Ｈ２５年～ 漁港施設の災害復旧工事（30 漁港） 

      漁港海岸施設の災害復旧工事（3漁港） 

漁港施設用地の嵩上げ工事，測量 

Ｈ２６年～ 漁港施設の災害復旧工事（30 漁港） 

漁港海岸施設の災害復旧工事（3漁港） 

Ｈ２７年～ 漁港施設の災害復旧工事（５漁港） 

      漁港海岸施設の災害復旧工事（７漁港） 

       漁業用施設の整備工事（５地区） 

      漁港施設用地の嵩上げ工事 

      漁港船揚場施設滑り材設置工事（14 漁港） 

Ｈ２８年～ 漁港施設の災害復旧工事（17 漁港） 

      漁港海岸施設の災害復旧工事（７漁港） 

       漁業用施設の整備工事（５地区） 

      漁港施設用地の嵩上げ工事（５漁港） 

Ｈ２９年～ 漁港施設の災害復旧工事（16 漁港） 

      漁港海岸施設の災害復旧工事（8漁港） 

       漁業用施設の整備工事（3地区） 

      漁港施設用地の嵩上げ工事（1漁港） 

Ｈ３０年～ 漁港施設の災害復旧工事（11 漁港） 

      漁港海岸施設の災害復旧工事（7漁港） 

       漁業用施設の整備工事（1地区） 

2,490,752 千円 

2,159,620 千円 

110,700 千円 

433,540 千円 

6,996,703 千円 

271,273 千円 

240,000 千円 

4,960,000 千円 

29,220 千円 

208,119 千円 

175,164 千円 

1,218,586 千円 

5,022,798 千円 

116,880 千円 

40,000 千円 

1,068,100 千円 

4,338,621 千円 

130,621 千円 

22,000 千円 

803,768 千円 

6,997,996 千円 

55,462 千円 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

Ｈ２３年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る調査・計画書作成業務 

Ｈ２４年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る事業計画策定業務 

Ｈ２５年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る測量設計等業務 

Ｈ２６年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る測量設計，用地買収，工事等  

Ｈ２７年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る測量設計，用地買収，工事等  

Ｈ２８年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る測量設計，用地買収，工事等  

Ｈ２９年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る測量設計，用地買収，工事等  

Ｈ３０年～ 漁業集落防災機能強化事業に係る測量設計，用地買収，工事等  

97,650 千円 

63,000 千円 

9,450 千円 

158,545 千円 

904,478 千円 

1,181,694 千円 

1,102,454 千円

2,977,553 千円 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

計上済 

※魚市場整備ついては「世界一の魚市場プロジェクト」に記載。   

現状での課題 

及び相談事項 

整備した加工施設等のフル稼働に向けた雇用の確保と販路の回復，拡大 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29年度下半期 Ｈ30年度上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント 

事業によって進捗の度合いが異

なるが，概ね計画どおりに進ん

でいる。 
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項  目 内  容 

これまでの経過 平成 23年 11 月～土地所有者への赤岩港水産加工団地の概要説明 

平成 24 年 3 月  土地所有者への南気仙沼地区漁港区域拡大の概要説明会 

      5 月  南気仙沼地区，鹿折地区の地権者を対象に意向調査を実施 

      6 月  南気仙沼地区，鹿折地区の地権者を対象に説明会・個別相談 

を実施（事業概要・意向調査結果・不動産鑑定結果・今後の 

スケジュール等について説明） 

      6 月  赤岩港地水産加工団地立地予定事業者懇談会 

7 月  土地所有者に対する赤岩港水産加工団地の事業概要説明会 

      7 月  南気仙沼地区，鹿折地区の工事契約 

 7 月  水産加工業者等へ希望調査を実施 

      8 月  南気仙沼地区，鹿折地区の工事着工式 

      9 月  南気仙沼地区，鹿折地区のその 2 工事契約 

      9 月  石浜(唐桑)漁港，蔵内漁港の防波堤外災害復旧工事契約 

      9 月  赤岩港地水産加工団地立地予定事業者懇談会 

     10 月  蔵内漁港の防波堤外災害復旧工事契約 

     11 月  大沢（唐桑）漁港，宿舞根漁港，長崎漁港の物揚場外災害復旧工事契約  

11 月  要害漁港，大谷漁港，大沢（津谷）漁港の防波堤外災害復旧工事契約 

     12 月  水産業共同利用施設復興整備事業第１回公募 

     12 月～ 南気仙沼地区，鹿折地区の土地買い取り開始 

12 月  赤岩港地水産加工団地立地予定事業者懇談会 

平成 25 年 3 月   南気仙沼地区，鹿折地区のその 1 工事完成 

3 月   水産業共同利用施設復興整備事業第１回公募の交付者決定 

 3 月  赤岩港地区一団地の津波防災拠点市街地形成施設の事業認可 

 4 月  鹿折地区集積地立地予定事業者説明会開催 

 6 月  南気仙沼地区集積地立地予定事業者説明会開催 

 6 月  南気仙沼地区，鹿折地区のその３工事契約 

 6 月  前浜漁港外 6漁港，川原漁港外７漁港，大沢(唐桑)漁港外８ 

漁港，笹浜漁港外５漁港の災害復旧工事契約 

 6 月  赤岩港地水産加工団地立地予定事業者懇談会 

 7 月  赤岩港地権者に対する土地買い取り説明会 

 7 月  サメの街気仙沼構想推進協議会設立 

 8 月  赤岩港地権者に対する用地買収開始 

 8 月  赤岩港水産加工団地造成工事入札を公募型プロポーザル方式実施 

 9 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備その１工事契約 

 9 月  鹿折地区のその２工事完成 

 10 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 2回公募説明会開催 

 10 月  赤岩港水産加工団地造成工事契約 

 10 月  大沢(唐桑)漁港，大谷漁港外２漁港，蔵内漁港外１漁港の漁 

港施設用地嵩上げ工事契約 

 10 月  神止浜漁港海岸の災害復旧工事契約 

 11 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 2回公募実施 

 11 月  南気仙沼地区のその２工事完成 

 11 月  石浜漁港外１漁港の漁港施設用地嵩上げ工事契約 
 11 月  気仙沼水産資源活用研究会設立 

 11 月  鹿折地区の仮設水道管切り廻し工事契約 

 12 月  配置できなかった事業者を対象とした意向調査実施 

 12 月  南気仙沼地区の仮設水道管切り廻し工事契約 

 平成 26年 1 月   水産業共同利用施設復興整備事業第 3回公募実施 

          1 月  宿舞根漁港海岸の災害復旧工事契約 

      1 月  南気仙沼地区，鹿折地区の水道管敷設工事契約 

      1 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備その２工事契約 

 2 月  二次配置調整会議を開催し，新たに立地事業者 6社を決定 
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          3 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 2回公募の交付者決定 

          3 月  土地譲渡に係る諸手続きが完了した区画から譲渡開始 

          3 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 3回公募の交付者決定 

      3 月  横沼漁港海岸の災害復旧工事契約 

      3 月  石浜(唐桑)漁港，蔵内漁港の防波堤外災害復旧工事完成 

      3 月  蔵内漁港の防波堤外災害復旧工事完成 

 3 月  大沢（唐桑）漁港，宿舞根漁港，長崎漁港の物揚場外災害復旧工事完成  

 3 月  要害漁港，大谷漁港，大沢（津谷）漁港の防波堤外災害復旧工事完成  

3 月  南気仙沼地区のその３完成 

3 月  赤岩港水産加工団地基盤整備工事契約 
3 月  赤岩港水産加工団地排水機場工事契約 

5 月  鹿折地区のその３工事完成 

6 月  赤岩港地水産加工団地立地予定事業者懇談会 

6 月  南気仙沼地区，鹿折地区の仮設水道管切り廻し工事完成 

6 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備その１工事完成 

8 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 4回公募説明会開催 

9 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 4回公募実施 

9 月    小田浜漁港外２漁港施設用地嵩上げ工事契約 

9 月  宿舞根漁港外１漁港施設用地嵩上げ工事契約 

9 月  川原漁港外４漁港施設用地嵩上げ工事契約 

9 月  前浜漁港外４漁港施設用地嵩上げ工事契約 

11 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 4回公募の交付者決定 

11 月  神止浜漁港海岸の災害復旧工事完成 

12 月  赤岩港地水産加工団地立地予定事業者懇談会 

12 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 5回公募実施 

12 月  南気仙沼地区のその４工事契約 

平成 27年 1 月  只越地区漁集事業集会施設用地造成等工事契約 

2 月  日門・前浜地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

2 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備その３工事契約 

3 月    水産業共同利用施設復興整備事業第 5回公募の交付者決定 

3 月  石浜漁港外１漁港の漁港施設用地嵩上げ工事完成 

3 月  宿舞根（宿浦）地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

3 月  赤岩港水産加工団地排水樋管工事契約 

6 月  小鯖地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

     6 月  赤牛（高）地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

6 月    水産業共同利用施設復興整備事業第 6回公募実施 

     7 月  津谷・大沢地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

     7 月  日門・前浜地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

7 月  水産加工施設等集積地基盤整備工事（その３）工事契約 

7 月  水産加工施設等集積地基盤整備工事（その４）工事契約 

7 月    水産業共同利用施設復興整備事業第 6回公募の交付者決定 

8 月  大沢(唐桑)漁港設用地嵩上げ工事完成 

8 月  小田浜漁港外２漁港施設用地嵩上げ工事完成 

8 月  大島（長崎）地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

8 月  大谷地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

9 月  大沢（唐桑）漁港外 8漁港災害復旧工事完成 

9 月  水産加工業従業員宿舎整備事業の交付者決定 

    10 月  磯草漁港外２漁港災害復旧工事着手 

    10 月  横沼漁港海岸の災害復旧工事完成 

11 月  川原漁港海岸千岩田防潮堤外災害復旧工事着手 

11 月  水産加工施設等集積地基盤整備工事（その４）工事完成 

12 月  笹浜漁港外３漁港災害復旧工事着手 
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12 月  宿舞根漁港海岸の災害復旧工事完成 

12 月    水産業共同利用施設復興整備事業第 7回公募実施 

12 月  水産加工業従業員宿舎整備事業の交付者決定 

12 月  南気仙沼地区のその４工事完成 

12 月  宿舞根（藤北）地区漁集事業水産関係用地整備工事契約 

12 月  宿舞根（宿浦）地区漁集事業水産関係用地整備工事契約 

平成 28年 1 月  大島（浦の浜）地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

     1 月  波路上地区漁集事業 2号水産関係用地整備工事契約 

     2 月  二十一浜漁港船揚場施設滑り材設置工事着手・完成 

2 月  川原漁港外４漁港，大谷漁港外２漁港，前浜漁港外４漁港， 

蔵内漁港外１漁港の漁港施設用地嵩上げ工事完成 

2 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備その２工事完成 

2 月  前浜漁港外 6漁港，川原漁港外７漁港の災害復旧工事完成 

2 月  日門・前浜地区漁集事業集会施設用地舗装工事契約 

2 月  波路上地区漁集事業防災広場整備工事契約 

2 月  赤牛（高）地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 
     3 月  大沢（唐桑）漁港外２漁港船揚場施設滑り材設置工事着手 

     3 月  磯草漁港外２漁港船揚場施設滑り材設置工事着手 

3 月  南気仙沼地区のその５工事着手・完成 

3 月  宿舞根漁港外１漁港の漁港施設用地嵩上げ工事完成 

3 月  南気仙沼地区，鹿折地区の水道管敷設工事完成 

3 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備その３工事完成 

3 月  笹浜漁港外５漁港の災害復旧工事完成 

3 月  石浜（唐桑）漁港海岸の災害復旧工事着手 

3 月  只越漁港施設・漁港海岸の災害復旧工事着手 

3 月  只越地区外漁集事業水産関係用地整備工事契約 

3 月  大島（長崎）地区外漁集事業水産関係用地整備工事契約 

3 月  宿舞根（宿浦）地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

3 月  小鯖地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

3 月  津谷・大沢地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

3 月  大島（長崎）地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

3 月  大谷地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

3 月  日門・前浜地区漁集事業集会施設用地舗装工事完成 

3 月  水産業共同利用施設復興整備事業第 7回公募の交付者決定 

3 月  赤岩港水産加工団地排水機場工事完成 

3 月  赤岩港水産加工団地排水樋管工事完成 

4 月  大島（要害）地区漁集事業水産関係用地整備工事契約 

4 月  大浦・小々汐地区漁集事業水産関係用地整備工事契約 

4 月  宿舞根(舞根・宿浦)地区漁集事業水産関係用地整備工事契約 

5 月  大島（浦の浜）地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

6 月  赤牛（高）地区漁集事業集会施設用地舗装整備工事契約 

6 月  津谷大沢地区漁集事業集会施設用地舗装整備工事契約 

6 月  鹿折地区の水道管敷設工事その２工事契約 

6 月  水産物輸送荷捌き用地整備暫定供用開始（１回目） 

7 月  気仙沼市生鮮かつおプロモーション事業実行委員会設立 

7 月  水産加工業従業員宿舎整備事業の交付者決定 

7 月  只越地区漁集事業集会施設用地造成等工事完成 

7 月  蔵内地区漁集事業 2号水産関係用地整備工事契約 

7 月  波路上地区漁集事業 3号集落道函渠整備工事契約 

7 月  小鯖地区漁集事業水産関係用地外整備工事契約 

8 月  大谷地区漁集事業集会施設用地外舗装整備工事契約 

8 月  鮪立地区漁集事業水産関係用地外整備工事契約 

8 月  小鯖地区漁集事業集会施設用地擁壁整備工事契約 
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8 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 5工事契約 

8 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 6工事契約 

9 月  赤牛（高）地区漁集事業集会施設用地舗装整備工事完成 

9 月  津谷大沢地区漁集事業集会施設用地舗装整備工事完成 

9 月  赤岩港水産加工団地造成工事完成 

9 月  津谷大沢地区漁集事業 3号集落道整備工事契約 

9 月  小鯖地区漁集事業集会施設用地擁壁整備工事完成 

10 月  宿舞根（宿浦）地区漁集事業水産関係用地整備工事完成 

10 月  波路上地区漁集事業 2号集落道外整備工事契約 

10 月  大沢地区漁集事業集会施設用地整備工事契約 

10 月  前浜漁港外 6漁港船揚場施設滑り材設置工事契約 

11 月  赤岩港水産加工団地基盤整備工事完成 

11 月  蔵内地区漁集事業 2号水産関係用地整備工事完成 

12 月  水産加工業従業員宿舎整備事業の交付者決定 

12 月  宿舞根（藤北）地区漁集事業水産関係用地整備工事完成 

12 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 7工事契約 

12 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 6工事完成 

12 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 3工事完成 

12 月  磯草漁港外２漁港船揚場施設滑り材設置工事完成 

平成 29年 1 月  宿舞根漁港外１漁港施設用地嵩上げ工事契約 

     1 月  大谷地区漁集事業集会施設用地外舗装整備工事完成 

         1 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 7工事完成 

         2 月  日門地区漁集事業 2号集落道整備工事契約 

         2 月  大島（浦の浜）地区漁集事業集会施設用地舗装工事契約 

         2 月  大沢地区漁集事業水産関係用地整備工事（その 2）契約 

         2 月  只越地区外漁集事業集会施設用地舗装その他工事契約 

     2 月  への浜地区の船揚場施設整備工事契約 

         2 月  大沢（唐桑）漁港外２漁港船揚場施設滑り材設置工事完成 

         3 月  波路上地区漁集事業 2号水産関係用地整備工事完成 

         3 月  只越地区外漁集事業水産関係用地整備工事完成 

         3 月  大島（長崎）地区外漁集事業水産関係用地整備工事完成 

         3 月  大島（要害）地区漁集事業水産関係用地整備工事完成 

         3 月  大浦・小々汐地区漁集事業水産関係用地整備工事完成 

         3 月  宿舞根(舞根・宿浦)地区漁集事業水産関係用地整備工事完成            

         3 月  波路上地区漁集事業 3号集落道函渠整備工事完成 

         3 月  大島（浦の浜）地区漁集事業集会施設用地舗装工事完成 

         3 月  大沢地区漁集事業水産関係用地整備工事（その 2）完成 

         3 月  蔵内地区外漁集事業集落道外整備工事契約 

         3 月  鮪立地区外漁集事業集落道外整備工事契約 

         3 月  前浜地区漁集事業集落道整備工事契約 

         3 月  大沢（唐桑）漁港海岸の災害復旧工事着手 

         3 月  只越漁港海岸の災害復旧工事契約 

         3 月  川原漁港海岸の災害復旧工事契約 

         3 月  鹿折地区の水道管敷設工事その２工事完成 

         3 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 5工事完成 

     3 月  宿舞根漁港外１漁港施設用地嵩上げ工事完成 

         3 月  磯草漁港外２漁港災害復旧工事完成 

3 月  駒形漁港災害復旧工事契約 

     4 月  小鯖地区漁集事業集会施設用地舗装工事契約 

     5 月  津本地区漁集事業水産関係用地外整備工事契約 

6 月  津谷大沢地区漁集事業 3号集落道整備工事完成 

     6 月  南気仙沼地区，鹿折地区の基盤整備のその 8工事契約 

6 月  水産加工業従業員宿舎整備事業の交付者決定 
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7 月  鹿折地区の水道管敷設工事その 3 工事契約 

     7 月  川原地区漁集事業 1号集落道外整備工事契約 

7 月  只越地区外漁集事業集会施設用地舗装その他工事完成 

     8 月  駒形漁港災害復旧工事完成 

     8 月  長浜漁港外３漁港船揚場施設滑り材設置工事契約 

     8 月  駒形漁港外２漁港船揚場施設滑り材設置工事契約 

     8 月  鮪立地区漁集事業 2号集落道伐採工事契約 

     8 月  波路上地区漁集事業防災広場整備工事完成 

     8 月  鮪立地区漁集事業水産関係用地外整備工事完成 

     8 月  波路上地区漁集事業 2号集落道外整備工事完成 

     8 月  小鯖地区漁集事業集会施設用地舗装工事完成 

     9 月  荒砥浜船揚場災害復旧工事契約 

9 月  長浜漁港災害復旧付帯工事契約 

9 月  水産物輸送荷捌き用地整備暫定供用開始（２回目） 

9 月  水産加工業従業員宿舎整備事業の交付者決定 

10 月  川原漁港海岸千岩田防潮堤外災害復旧工事完成 

    10 月  長浜漁港災害復旧付帯工事完成 

    10 月  石浜地区漁集事業水産関係用地整備工事契約 

    10 月  大島（長崎）地区漁集事業 3号集落道整備工事契約 

    10 月  波路上地区漁集事業防災広場整備工事（その 2）契約 

    11 月  只越漁港只越船揚場外災害復旧工事完成 

    11 月  宿舞根（藤北）地区漁集事業 2号集落道外伐採工事契約 

    11 月  鮪立地区漁集事業 2号集落道伐採工事完了 

    12 月  川原地区漁集事業 2号集落道整備工事契約 

    12 月  宿舞根（宿浦）地区漁集事業 5号避難路伐採工事契約 

    12 月  温浜船揚場外 1施設災害復旧工事契約 

    12 月  長浜漁港災害復旧付帯工事（その２）契約 

    12 月  川原漁港災害復旧付帯工事契約 

平成 30年 1 月  前浜漁港外６漁港船揚場施設滑り材設置工事完成 

     1 月  土台磯漁港海岸消波ブロック設置工事契約 

     1 月  長浜漁港災害復旧付帯工事（その２）完成 

     1 月  川原漁港災害復旧付帯工事完成 

     1 月  横沼漁港災害復旧付帯工事契約 

1 月  小鯖地区漁集事業水産関係用地外整備工事完成 

     1 月  大沢地区漁集事業集会施設用地整備工事完成 

     2 月  宿舞根漁港梯子（避難誘導施設）設置工事契約 

     2 月  横沼漁港災害復旧付帯工事完成 

     2 月  要害漁港災害復旧付帯工事契約 

     2 月  要害漁港災害復旧付帯工事完成 

     3 月  土台磯漁港海岸消波ブロック設置工事完成 

     3 月  宿舞根漁港梯子（避難誘導施設）設置工事完成 

     3 月  長浜漁港外３漁港船揚場施設滑り材設置工事完成 

     3 月  駒形漁港外２漁港船揚場施設滑り材設置工事完成 

     3 月  笹浜漁港外３漁港災害復旧工事完成 

     3 月  日門地区漁集事業 2号集落道整備工事完成 

     3 月  前浜地区漁集事業集落道整備工事完成 

3 月  川原地区漁集事業 1号集落道外整備工事完成 
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２ 世界一の魚市場プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ２ 世界一の魚市場プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部水産基盤整備課長 サブリーダー：産業部水産課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.70 気仙沼市魚市場整備 

プロジェクトの目標 水産と観光の融合する新しいシンボルとしての魚市場整備 

プロジェクトの実施期間 平成２３年度～平成３０年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

１ 市場の基本構想の検討 

  次世代型魚市場として必要な機能（低温処理施設等）を検討し，魚市場の基本

構想を作成する。 

２ 市場基本構想の確定 

  関係者等により検討した基本構想（案）について，魚市場整備検討委員会（水

産関係者，観光関係者等により構成）において協議し，基本構想を確定。 

３ 設計・工事着手 

４ 完成・供用開始 

推進に必要な組織・体制 国，県，市，水産関係者，観光関係者など 

平成 23～29 年度の実績 
幅広く意見を取り入れるため，復興ニュース誌面においてアイデア提案の呼びか

け，観光戦略会議内での意見交換，魚市場整備検討部会での協議等を行ってきた。 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

平成 27 年 3 月～ 魚市場浄化施設建設工事 
17,823,217,000 計上済 

平成 27 年 10 月～  魚市場本体施設（CD 棟，E棟）建設工事 

   

   

現状での課題 

及び相談事項 
事業完了までの間の高度衛生管理のための体制づくり等が課題となっている。 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29年度下半期 Ｈ30年度上半期 

復興の内容 Ｂ 計画を下回る  

復興の速度 Ｂ 計画より遅れている  

総合評価 Ｂ 課題はあるが前進  

プロジェクト担当課のコメント －  
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項  目 内  容 

これまでの経過 ・魚市場整備検討委員会及び部会（施設部会，観光部会）を設置し，市震災復興市

民委員会の小野寺サブリーダー，小山委員及びリアス観光創造プラットフォームか

らも観光部会に参加頂きながら，協議検討を重ねてきた。 

 両部会において協議した内容を部会案として整備検討委員会に提案し，平成 26年

11 月に整備内容が決定した後，平成 27年度に本体施設工事を発注し，契約に至っ

たところであり，工事契約後，水揚げ岸壁と施工区域の調整等を行いながら，本格

的な工事着手に向け進めているところ。 

 

・委員会及び部会の開催状況は次のとおり。 

 （検討委員会） 

   第 1回 H26.6.4  第 2回 H26.11.29 

 （施設部会） 

   第 1回 H25.8.8  第 2回 H25.9.3  第 3 回 H26.2.13  

   第 4回 H26.2.21  第 5 回 H26.3.18  第 6 回 H26.4.18 

   第 7回 H26.5.16  第 8 回 H26.6.30  第 9 回 H26.10.9 

   第 10 回 H26.11.19 

 （観光部会） 

   第 1回 H25.8.8  第 2回 H25.8.30  第 3 回 H26.3.17 

   第 4回 H26.10.7  第 5 回 H26.10.27 第 6 回 H26.12.8 

   第 7回 H27.3.27  第 8回 H28.3.15 
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３ 造船・舶用工業界の集約と連携（造船団地）プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ３ 造船・舶用工業界の集約と連携（造船団地）プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー： 産業部産業再生戦略課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.102 造船所集約と機能高度化支援 

プロジェクトの目標 被災した造船所・舶用工業向けの団地造成及び事業の高度化を図る。 

プロジェクトの実施期間 平成 23 年度～平成 30 年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

１ 資金計画・補助金等について検討 

  復興交付金の活用等 

２ 適地調査等に基づき，実施計画を策定 

３ 補助金等の活用申請 

４ 用地取得 

５ 団地造成 

推進に必要な組織・体制 気仙沼造船団地協同組合 

平成 23～29 年度の実績 「これまでの経過」に記載 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

平成 30 年 6 月 造成完了 － 措置済 

     12 月 建築工事完了・竣工 － 措置済 

   

   

現状での課題 

及び相談事項 
関係機関との調整及び近隣工事との事業間調整 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ｂ 計画より遅れている  

総合評価 Ｂ 課題があるが前進  

プロジェクト担当課のコメント －  
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項  目 内  容 

これまでの経過 平成 23 年 7 月 28 日 気仙沼地区造船及び舶用工業協議会設立総会 

平成 24 年 1 月 18 日 造船集約化事業に係るキックオフミーティング 

 2 月 23 日 コンサルタント事業者による造船集約化・高度化１次報告会  

 3 月 3 日 コンサルタント事業者による全体打合せ 

 3 月 8 日 
コンサルタント事業者及び気仙沼地区造船及び舶用工業復

興協議会等との打合せ 

 3 月 19 日 コンサルタント業者・幹事企業との打合せ 

 3 月 26 日 コンサルタント業者・幹事企業との打合せ 

 4 月 13 日 「地域造船産業集積高度化支援事業」報告会 

 5 月 10 日 
宮城県気仙沼土木事務所と市の意見交換 

復興庁宮城復興局気仙沼支所と市の意見交換 

 5 月 30 日 気仙沼地区造船及び舶用工業協議会と関係機関との打ち合わせ 

 

6 月 13 日 

 

 

 

国土交通省東北運輸局海事振興部と市・協議会との意見交換  

経済産業省東北経済産業局と市・協議会との意見交換 

宮城復興局と市・協議会との意見交換 

宮城県港湾課と市・協議会との意見交換 

 8 月 17 日 第１回気仙沼造船施設高度化検討会 

 9 月 6日 第２回気仙沼造船施設高度化検討会 

 9 月 28 日 第３回気仙沼造船施設高度化検討会 

 10月19日 第４回気仙沼造船施設高度化検討会 

 11 月 6 日 第５回気仙沼造船施設高度化検討会 

 11月26日 第６回気仙沼造船施設高度化検討会 

平成 25 年 2 月 15 日 第 7 回気仙沼造船施設高度化検討会 

 3 月 22 日 造船施設高度化説明会 

 4 月 12 日 気仙沼造船団地協同組合創立 

平成 26 年 1 月 27 日 造船・漁業用燃油施設に係る懇談会 

 3 月 7日 第 8回復興交付金にて事業費配分(調査測量設計・用地取得費) 

 4 月 22 日 造船団地構想及び津波復興拠点整備事業説明会 

 7 月 2日 造船・燃油施設用地造成調査測量設計業務実施 

 7 月 25 日 みらい造船構想及び津波復興拠点整備事業等説明会 

 10月28日 第１回気仙沼市朝日町造船施設整備に係る環境対策評価委員会  

平成 27 年 2 月 10 日 都市計画決定に係る住民説明会 

 
2 月 27 日 

 

第１回気仙沼港津波復興拠点整備事業に係る航行安全対策

調査委員会 

 3 月 20 日 第 2 回気仙沼市朝日町造船施設整備に係る環境対策評価委員会  

 3 月 23 日 都市計画審議会 

 3 月 31 日 都市計画決定 

 
5 月 27 日 

～28 日 

気仙沼市朝日町造船施設整備に係る環境対策評価委員会新

糸満造船視察 

 6 月 25 日 第 12 回復興交付金にて事業費配分（造成工事等） 

 8 月 21 日 第 3 回気仙沼市朝日町造船施設整備に係る環境対策評価委員会  

 12 月 用地取得開始 

平成 28 年 2 月 26 日 事業認可 

 2 月 29 日 日本財団助成金交付決定（津波対応型造船施設整備事業） 

 6 月 24 日 第 15 回復興交付金にて事業費配分（調査，移転補償） 

 6 月 29 日 事業用地貸付者を㈱みらい造船に決定 

 8 月 1日 造成工事契約締結 

 
9 月 6日 

 

㈱みらい造船へ気仙沼市津波対応型造船設備整備事業補助

金の交付を決定 

 9 月 7日 ㈱みらい造船が建築工事契約締結 

平成 29 年 

平成 30 年 

2 月 28 日 

3 月 12 日 

第 17 回復興交付金にて事業費配分（移転補償，造成工事） 

造成用地引き渡し 
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４ 環境と防災に配慮したフォレストベンチ工法活用プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ４ 環境と防災に配慮したフォレストベンチ工法活用プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：建設部土木課 サブリーダー： 

(参考)復興計画関連重点事業等  No. 16 海岸保全施設災害復旧・海岸堤防設置 №18 防災集団移転  

プロジェクトの目標 

気仙沼市地域内の公共工事における切り土，盛り土などの法面の仕上げ工事に

関してフォレストベンチ工法を工法検討するとともに，施行可能な案件が発生

するたびに導入を検討し，そこでは様々にある工法の中で，本工法がその特徴

とまちづくりの観点から優先で採用されることを目標とする。地域内において

は，市の事業に限らず県，国さらには民間の事業であっても併せて推進する。 

プロジェクトの実施期間 平成２５年度～平成２７年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

平成 24年 2 月    市担当課と市民委員会担当委員の打ち合わせ 

 平成 25年 2月 6 日  同工法の疑問点の解決，従来工法との比較検討，国の

導入事例における経緯の把握，法面の 50 年以内の安

全性とコスト等の勉強会を開催 

 平成 25年 2月 19 日  導入検討・推進部会を立ち上げ 

 平成 25年 7 月    部会開催（計画状況の把握） 

 平成25年11月5日  部会開催（計画状況の把握・課題抽出，導入箇所の検討） 

※工法導入または，検討する事業があれば，その都度関係課に詳細を報告する。 

推進に必要な組織・体制 

平成 25年 2 月 庁内フォレストベンチ部会を立ち上げた。 

■構成メンバー：市担当部局関係者（建設関係所有部署），市民委員会担当委

員 

平成 23～29 年度の実績 
平成 25 年 11 月に部会を開催し，導入箇所（防集事業）の検討を行ったが地盤

強度の関係から施工が困難となった。 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

   

   

現状での課題 

及び相談事項 

各事業課で工法を導入するまたは検討する事業があればその詳細について関係課

に周知することとする。 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 ―  

復興の速度 ―  

総合評価 F 完了  

プロジェクト担当課のコメント 

プロジェクトの実施期間は

終了したが，今後工法を導

入する箇所があれば，関係

課に情報提供する。 
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項  目 内  容 

これまでの経過 フォレストベンチ工法の特徴並びに施工方法等の勉強会を開催し，導入の可

能性を検討し，定期的に設置計画状況を把握しながら，課題の解決方法も検討

してきた。平成２５年１１月５日の部会において，舞根２地区防集事業で導入

について検討するとの報告があったが，施工検討箇所が軟弱地盤であったこと

から，当該工法の施工が困難となった。 

他の道路整備事業等においても検討しているが，現時点では導入する箇所は

無い。 

なお，今後工法を導入する箇所があれば，関係課に情報提供する。 
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５ 気仙沼市 再生可能エネルギー導入プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ５ 気仙沼市 再生可能エネルギー導入プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課） 市民生活部環境課長（産業部、建設部、震災復興・企画部） 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.155 エコタウン・環境未来都市（スマートシティ）構想策定 

プロジェクトの目標 2030 年まで地域内再生可能エネルギー自給率 50％を達成 

プロジェクトの実施期間 推進体制による検討は 2013 年度までに完了し，各事業はその後も継続して実施 

想定される完了まで

の事業展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災以降，気仙沼の再生可能エネルギーに関する事業（調査検討事業を含む）
として，以下が検討・実施されている。 
１ 木質バイオマス 

気仙沼圏域の森林資源を活用した熱電併給事業 
→気仙沼地域エネルギー開発㈱が発電プラント建設→平成 26 年３月工事完了  
→平成 28年 3 月本格稼動 

２ 木質バイオマス 
公共施設や農業ハウスなどに木質バイオマスボイラーや熱電併給設備を導入  
→事業化に向け検討中 

３ 緑の分権改革 
  間伐材等未利用材を搬出する経済的モデルを構築（事業費：26,810 千円） 
  →ワークショップ等を実施 →平成 25 年 3月報告書提出済 →事業完了 
４ メガソーラー発電事業 
①気仙沼市におけるメガソーラー発電の事業化可能性調査（事業完了） 
→事業予定地決定 →発電規模・事業主体調整中 

 ②ｅ-プライム㈱が本吉町津谷新明戸地内の被災農地に 990kW 太陽光パネルを
平成 26 年３月設置完了 

 ③リニューアブル・ジャパン㈱が本吉町寺谷に 1,023kW 太陽光パネルを平成 27
年 12 月設置完了。本吉町漆原に 24,420kW 太陽光パネルを平成 31年 4 月設置
予定。本吉町泉沢に 20,000kW 太陽光パネルを平成 31 年 1月設置予定 

５ 下水・生ごみ等バイオマス 
国土交通省（委託先：メタウォーター㈱）による導入可能性調査 
→調査報告書提出済 →事業化の可能性を検討 

６ 風力発電 
㈱気仙沼市民の森風力発電所による風況調査の実施中 
→環境影響評価手続き完了 →平成 29年 1 月稼動 

７ スマートコミュニティ 
スマートシティ企画㈱等によるスマートコミュニティに関する提案及びマス

タープラン作成にかかる補助金（経済産業省３次補正）による調査を実施（事
業費 24,967 千円）→事業完了 
→平成 25 年度分の水産加工会社工場での事業実施→平成 26 年 3 月工事完了 
→事業の横展開を検討中 

８ スマートコミュニティ 
東北大学等による気仙沼市での導入モデル作成→平成 24 年３月に報告書提出済  

９ 太陽光発電設備及び蓄電池 
環境省第３次補正による宮城県基金を活用した市内防災拠点等（公共施設）

への導入 →平成 24～32 年度で導入（53 箇所設置済） 
国基金配分額 812,769 千円 
→平成 25年度 11 箇所、平成 26 年度 24箇所、平成 27 年度 18 箇所 
 平成 30年度１箇所設置予定 

10 太陽光発電設備 
①市内の住宅・事業所等に設置する者への補助金交付 
→平成 24～32 年度で事業実施 
→平成 24年度実績：個人住宅 175 件，事業所 8件，補助金額 18,774 千円 
 平成 25年度実績：個人住宅 282 件，事業所 12 件，補助金額 29,508 千円 
 平成 26年度実績：個人住宅 260 件，事業所 10 件，補助金額 27,239 千円 
 平成 27年度実績：個人住宅 237 件，補助金額 22,624 千円 
 平成 28年度実績：個人住宅 142 件，補助金額 13,519 千円 
 平成 29年度実績：個人住宅 73件，補助金額 6,966 千円 
平成 30 年度予算：個人住宅 150 件，予算額 15,000 千円 

 （平成 28 年度より東日本大震災で半壊以上の判定を受けた方を対象） 
 ②災害公営住宅への太陽光設備 
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今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

H30 年～再生可能エネルギー活用推進調査を実施 

(仮称)再生可能エネルギー事業モデル検討会の開催 

(仮称)市再生可能エネルギー戦略会議の立ち上げ 

    (仮称)市再生可能エネルギー導入推進委員会の立ち上げ 

  

事業主体，市，研究機関及びＮＰＯ等による各分野の再生可能エ

ネルギーの開発・事業化 
－ － 

スマートシティのモデル地区導入への取組他の地域や自治体との連携 － － 

現状での課題 

・個々では事業化や調査事業が検討・実施されているが，市全体のエネルギー戦略

をどのように構築していくのか。 

・再生可能エネルギーを整備する適地が少なく，整備費用の確保も課題である。 

・電気事業法や農地転用における規制緩和が必要。 

・国の再生可能エネルギー導入に係る政策の変更・見直しが進められており，市計 

 画策定への影響も考えられる。 

進捗評価 

評価時期 Ｈ29 下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント －  

項  目 内  容 

これまでの経過 上記「想定される完了までの事業展開」に記載 

 

 

 

 

 

 

  集合住宅建物への太陽光発電設備の設置（南郷、四反田、幸町） 
 現在のところ，小水力発電等の一部の再生可能エネルギーを除いては，商業
ベースに乗っている再生可能エネルギーのほとんどは，事業化に向け進んでいる。 
 しかし，その大半は，局所的な最適化にとどまり，再生可能エネルギー間の連
携，市全域での導入計画検討は進んでいない。今後，上述の調査事業や事業化の
検討作業で得られた気仙沼市の資源賦存量やポテンシャルを踏まえ，住民や産学
官連携のうえで，市全体でのエネルギー戦略を構築する必要がある。エネルギー
戦略を構築するにあたっては，地球温暖化にも配慮し，以下の点を念頭に置く。 
① 気仙沼市のＣＯ２排出量や産業基盤などの地域特性を踏まえた対策の選択と
優先順位付け 

② 企業や市民の自発的取組を呼び込む仕掛け作り 
 ・ 企業や市民に協業意識を持たせるための官民一体の推進体制の整備 
 ・ 再生可能エネルギー機器の導入とエネルギー利用状況の「見える化」 
 ・ 低炭素行動に対する経済的インセンティブ付与とそれを支える財源確保  
③ 他の自治体との連携 
再生可能エネルギーに係る情報共有などを目的とした，「みやぎスマートシティ連
絡会議」において宮城県としてのスマートシティの実現に向けた施策の展開
方針について報告された。県の再生可能エネルギー事業との連携を検討していく。 

推進に必要な組織・体制 

① 市及び市民委員会での横断的な議論・情報交換の場として，「（仮称）市再 

 生可能エネルギー戦略会議」を設置する。 

② 市内の住民，事業者，市内でエネルギー関連の事業を進めている企業や研究

機関などの関係者と連携し，市全体

の戦略を構築するために，「（仮称）

気仙沼市再生可能エネルギー導入

推進委員会」を設置する。その中で，

各プロジェクトを推進していくた

めの分科会などを設けるかなどの

具体的な中身を検討していくこと

とする。 

平成 23～29 年度の実績 「想定される完了までの事業展開」に記載 
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６ 三陸リアス・ジオパークプロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ６ 三陸リアス・ジオパークプロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部観光課長  サブリーダー：観光課施設管理係長 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.129  三陸復興国立公園の整備 

プロジェクトの目標 三陸復興国立公園の整備推進 

プロジェクトの実施期間 平成 23 年度からの継続事業 

想定される完了までの

事業展開 

 

１ 環境省による意見の聴取 

２ 庁内における組織整備の検討 

３ いわて三陸ジオパーク構想の進捗状況等の調査 

４ 既存ジオパークの調査・研究 

５ 三陸復興国立公園と連携したジオパーク構想の推進 

６ 三陸復興国立公園の整備 

推進に必要な組織・体制 三陸ジオパーク気仙沼推進協議会 

平成 23～29 年度の実績 下記「経過」記載のとおり 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

ジオパーク探検(６回) 三陸ジオパーク 

気仙沼推進協議会 

補助金 400 千円 

計上済 ジオパーク研修会 

ジオパーク勉強会 

現状での課題 

及び相談事項 
【課題】①ジオガイドの養成 ②近隣自治体との広域連携事業 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29年下期 Ｈ30 年上期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント ￣  
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項  目 内  容 

これまでの経過 平成 23 年 

12 月 6 日  三陸地域の自然公園等を活用した復興の考え方に関する意見交換会（環

境省主催）に参加。 

平成 24 年 

   2 月 16 日 ジオパーク設置準備検討会開催  

4 月 19 日 いわて三陸ジオパーク推進協議会平成２４年度総会を視察 

5 月 7 日  環境省が「三陸復興国立公園の創設を核としたグリーン復興のビジョン

を公表。 

7 月 20 日  (仮称)気仙沼ジオパーク協議会の設立に向け市教育委員会との協議 

8 月 7 日  三陸ジオキャラバン・地域学習会（主催：いわて三陸ジオパーク推進協

議会）が本市を会場に開催。 

9 月 4 日  いわて三陸ジオパーク推進協議会に参画意向を事務局（岩手県）へ伝達 

11 月 1 日  「いわて三陸ジオパーク推進協議会」から「三陸ジオパーク推進協議会」

へ名称変更。青森県の八戸市と階上町が加わり 7市 6町 3村，推進組織

体制は 27団体となる。 

11 月 27 日 中央環境審議会自然環境部会が三陸復興国立公園指定に向け，気仙沼大島視察 

平成 25 年 

  2 月 8 日  「三陸ジオパーク推進協議会」平成 24 年度第 3回総会出席。 

※気仙沼観光コンベンション協会等が会員登録となり，組織体制は 34団体となる。 

2 月 26 日  三陸ジオパーク推進協議会事務局員を講師に三陸ジオパークに関する勉

強会の開催。 
 5 月 24 日  日本ジオパーク委員会（茨城県つくば市）に日本ジオパーク認定申請 
7 月 15 日  三陸ジオパーク推進協議会との協賛により，「大地のみどころ・モニター

ツアー」開催. 

8 月 21 日  三陸ジオパーク現地審査（唐桑半島ビジタ-センター津波体験館見学及び

ジオサイト（御崎）ガイドツアー 

9 月 24 日  三陸ジオパークが「日本ジオパーク」に認定 

11 月 7 日  三陸ジオパーク共催行事「大地のみどころ・ガイド学習会」開催 

11 月 10 日  日本ジオパーク認定記念事業「三陸ジオキッズマスター」気仙沼観光コ

ンベンション協会が対応 

11 月 26 日 三陸ジオパーク気仙沼推進協議会設立（会長に白幡教育長，副会長に菅

原市長，加藤気仙沼観光コンベンション協会会長がそれぞれ就任）（会

員 15名，運営委員会委員 27名任命） 

平成 26 年 

2 月 6 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会運営員会開催 

2 月 28 日  三陸ジオパーク推進協議会「第 2回ジオガイド研修会」 

5 月 23 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会運営員会開催 

  5 月 30 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会定期総会並びに「ジオパークで地域を

変える」と題し講話開催 

11 月 2 日  「第 2回三陸キッズジオマスター」参加。気仙沼市立白山小学校準優勝。 

 12 月 9 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会運営委員会開催 

平成 27 年 

2 月 7 日  三陸ジオパーク認定一周年記念事業「ジオパーク勉強会～入門編～ジオ

パークって何？」開催。講師：関 博充氏 

3 月 26 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会運営委員会開催 

「気仙沼まるごとジオパーク MAP」（案）について 

3 月 31 日  「気仙沼まるごとジオパーク MAP」作成（3,000 部） 

5 月 29 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会定期総会開催 

9 月 25 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会運営委員会開催 

          「気仙沼ジオパークマップの増刷について，主催事業についてなど」 

10 月 30 日  「気仙沼まるごとジオパークマップ」6000 部増刷 

11 月 7 日  気仙沼ジオ探検～3億年を旅しよう～開催 

3 月 24 日  気仙沼ジオパーク講演会開催「ジオパーク明日へ向かって」 

講師：三陸ジオパーク上席推進員 杉本 伸一 氏 
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項  目 内  容 

平成 28 年 

5 月 27 日  三陸ジオパーク気仙沼推進協議会定期総会開催 

6 月 18 日  ジオ探検「内湾～３億年を旅しよう～」開催 

7 月 9 日  ジオ探検「鹿折金山～砂金を見つけよう～」開催 

7 月 23 日 ジオ探検「岩井崎～化石を探そう～」開催 

8 月 20 日 ジオ探検「唐桑～折れ石のでき方を調べよう～」開催 

11 月 26 日 ジオ探検「上八瀬～宮城県で一番古い化石を調べよう～」開催 

12 月 1 日 「気仙沼まるごとジオパークマップ」6000 部増刷 

12 月 3 日  ジオ探検特別編「旧気仙沼向洋高校」見学会開催 

平成 29 年 

2 月 1 日 三陸ジオパークフォーラムが開催され，気仙沼市が現地視察対象となる 

2 月 10 日 「ジオ探検」が平成 28年度観光王国みやぎおもてなし大賞にて奨励賞を

受賞 

4 月 21 日 三陸ジオパーク気仙沼推進協議会定期総会開催 

5 月 27 日 ジオ探検 大島編開催 

「日本一のジュラ紀アンモナイトの発見地を訪ねよう！」 

6 月 10 日 ジオ探検 大谷編開催 

     「～砂金を探そう！～」 

 7 月 1 日  ジオ探検 岩井崎編開催 

     「～岩井崎で塩づくり！～」 

9 月 30 日 ジオ探検 鹿折金山編開催 

10 月 21 日 ジオ探検 唐桑編開催 

10 月 30 日～11月 1日 

     日本ジオパークによる三陸ジオパーク再認定現地審査に係るヒアリング 

11 月 12 日 ジオ探検 上八瀬編開催 

12 月 22 日 再認定審査の結果、三陸ジオパークは「条件付き再認定」となる。 
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７ セントラルパーク（ユニバーサルデザインの公園）整備プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ７ セントラルパーク（ユニバーサルデザインの公園）整備プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：建設部 都市計画課長  

(参考)復興計画関連重点事業等 No.１，５３，１２８ 

プロジェクトの目標 防災機能を兼ね備えユニバーサルデザインによる公園整備を検討する。 

プロジェクトの実施期間 平成２６年度～ 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

本プロジェクトについては，市震災復興計画において，計画全体の進捗の中

で具現化することとしており，公園の位置づけや整備内容については，より利

便性や整備効果の高い事業展開を要し，市土利用の方向性を見極めながらの検

討が必要である。 

現時点では，復興交付金事業による防災公園を松崎尾崎地区と南気仙沼地区

の 2箇所に，また南気仙沼地区に復興市民広場を整備する計画となっている。 

防災公園では，万が一逃げ遅れた方の一次避難場所としての避難築山を備え

る防災機能は有するものの，プロジェクトが提案する整備内容の実現にあたっ

ては引き続き全庁的な取組として，各種事業による実現の検討を進める必要が

ある。 

推進に必要な組織・体制 
 

平成 23～29 年度の実績 松崎尾崎，南気仙沼防災公園について都市計画決定（平成 27 年 12 月） 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

平成 27 年度  測量設計，用地取得 1,338,767 千円 200,296 千円 

平成 28 年度  用地取得   48,202 千円 

平成 29 年度  公園工事 用地取得  130,309 千円 

平成 30 年度  公園工事，用地取得   

現状での課題 

及び相談事項 

関係機関との調整及び近隣工事との事業間調整 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ｂ 計画を下回る  

復興の速度 Ｂ 計画より遅れている  

総合評価 Ｂ 課題があるが前進  

プロジェクト担当課のコメント 

プロジェクトスケジュールとの比較で

は遅れているが周辺の復旧・復興事業

の進捗との調整を図りながら，適切に

遂行している。 

 

 

  



22 

 

 

項  目 内  容 

これまでの経過 平成 26 年度  測量設計業務発注，住民説明会の実施 

平成 27 年度  都市計画決定（松崎尾崎防災公園，南気仙沼防災公園） 

平成 27 年度  都市計画事業認可（松崎尾崎防災公園，南気仙沼防災公園） 

平成 28 年度  用地取得（松崎尾崎防災公園，南気仙沼防災公園，復興市民広場） 

平成 29 年度  用地取得（松崎尾崎防災公園，南気仙沼防災公園，復興市民広場） 

        公園造成工事着手（松崎尾崎防災公園） 
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８ 商店街および中心市街地再生プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ８ 商店街および中心市街地再生プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部商工課長  サブリーダー： 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.98 商店街の復旧・復興支援 ／№99 新しい商店街づくり支援  

プロジェクトの目標 

１ 市内の商店街に聴き取りを行い，まちづくりの現状と方向性を把握する。 

２ 街の顔であり，観光の拠点とも成り得る中心市街地の新たなゾーニング（土地利 

  用や土地区分）と商店街の位置を検討する。 

３ 八日町・南町・魚町から鹿折地区にわたる中心市街地の新しいかたちを，観光・

飲食スポット，防災，内湾景観，近隣住居整備などあらゆる視点で検討すること

とし，計画段階から商店街復興計画者や住民，行政の協働により推進する。 

プロジェクトの実施期間 平成２３年度～ 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

【市民有志】 ※①と②は別組織 

① 紫市場を核とした「気仙沼内湾商店街（仮称）」の設立  

② 既存の｢まちづくり会社」を再編し事業主体となって，南町海岸および南町三

区に新たな賑わい創出に向けた商業施設整備の検討。 

③ 建設の補助制度（想定）→本体：「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立

地補助金」，共用部分「優良建築物等整備事業」等 

④ 鹿折地区において，グループ補助を活用し，商店街「浜商栄会」の再建。 

【行政】公共施設（エースポート・勤労青少年ホーム），災害公営住宅の建設等  

    ※相互の連携協議のもとに進める 

推進に必要な組織・体制 

【構成団体】 

・市(商工課，都市計画課（土地区画整理室），建築・公営住宅課，観光課 

・商工会議所(業務振興部),各商店街,協力者(UR 都市機構，内湾 JV，近隣地域の代

表者，自治会，NPO 等の専門家等)※市民委員会へ一定期間毎に進捗状況を報告  

平成 23～29 年度の実績 

・平成 24 年 5 月に実施した商店街アンケートの結果は，29 団体中回答 22，活動中
15（うち 9は主たる活動が街路灯維持），休止 5，解散 or 解散予定 2，未定 7 

・平成 25 年 11 月に市産業部独自支援策として「地域商業計画策定事業補助金」を
創設→震災被害を受けた商店街を再生するため，商店街が行う計画づくりに必要
な費用の一部を補助する（補助率：対象経費の５／６以内，補助限度額：上限 500
万円，下限 50 万円，H28 年度まで制度継続），「地域商業計画策定事業補助金」の
平成 26 年度実績として市内 2団体が活用している。 

・平成 27 年度においては，鹿折地区商店街「浜商栄会」が「地域商業計画策定事業

補助金」を活用し，第 15次グループ補助の交付決定を受けた。また，内湾地区の

新たな商業施設整備については，市がまちなか再生計画を視野に入れたまちづく

り計画の策定を開始し，新たな商業施設整備の具体的検討，まちづくり会社に協

力する土地所有者の換地調整，まちづくり会社の再編などを行った。 

・平成 28年度においては，南気仙沼商店会が「計画策定補助金」を活用。また，「南

気仙沼地域商業等を考える会」が第 18次グループ補助の交付決定を受けた。 

・平成 29 年度は，鹿折地区，南町地区，魚町地区で商店街がまちびらきとなり，南

町海岸において，まちづくり会社による観光集客施設及び市の公共・公益施設の

建築工事に着手した。 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

Ｈ28～Ｈ29 内湾公共施設（エースポート・勤労青少年ホーム）実施

設計 
 Ｈ28.6 月補正 

Ｈ28～Ｈ29 内湾地区のまちづくりに係る計画策定  Ｈ27 からの繰越 

Ｈ28～Ｈ29 内湾地区商業施設の実施設計  Ｈ28.12 月補正 
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Ｈ29～Ｈ30 内湾地区公共施設・商業施設整備  Ｈ29.6 月補正 

鹿折地区・南気仙沼地区土地区画整理事業区域内については，マッ

チンングにより賑わい創出 
  

現状での課題 

及び相談事項 

・市策定「まちなか再生計画」において，国の認定条件のﾊｰﾄﾞﾙが高い。 

・持続可能な経営計画，誘客促進等の検討（事業主体） 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29 下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定どおり  

復興の速度 Ｂ 計画より遅れている  

総合評価 Ｂ 課題があるが前進  

プロジェクト担当課のコメント 

 各地区とも，土地区画整理事業等の

進捗により，商業施設整備のスケジュ

ールは左右されるが，内湾地区につい

ては，まちづくり会社による観光集客

施設及び，市の公共・公益施設の建築

工事が進捗している。 

 

 

項  目 内  容 

これまでの経過 ・H24. 5・・・商店街アンケート調査 

・H25. 5・・・商工会議所「卸商業部会」「小売商業部会」との意見交換 

・H25.11・・・市産業部独自支援の策定 

                    ①中小企業振興資金制度の拡充 

          ②地域商業施設等復旧整備事業費補助金 

                    ③地域商業等計画策定事業補助金 

          ④気仙沼の物産品販路拡大事業補助金 

・H26.12・・グループ補助申請等の支援（紫市場を中心とした４６事業者で構成）  

・H27.2・・・グループ補助の交付決定（紫市場） 

・H27.9・・・グループ補助申請等の支援（鹿折商店街参加 10 事業者で構成） 

・H27.9～・・内湾地区まちづくりに関する計画策定の業務委託発注（市） 

・H27.10・・仮設施設出口支援のための入居者アンケート実施 

・H27.11・・グループ補助の交付決定（鹿折商店街） 

・H27・・・内湾地区商業施設の土地所有者の換地調整等（市・まちづくり会社） 

・H28.12・・グループ補助交付決定(南気仙沼地域商業等を考える会) 

・H29. 4・・・鹿折地区で，かもめ通り商店街がまちびらき 

・H29.11・・・南町，魚町地区で，紫神社前商店街，魚町内湾商店会がまちびらき 

・H29. 7・・・南町海岸で，まちづくり会社が観光集客施設の工事に着手 

・H29. 9・・・南町海岸で，市が公共・公益施設の工事に着手 

～随 時～ 

 ・各商店街訪問意見交換 

 ・「内湾地区復興まちづくり協議会」・「鹿折地区まちづくり協議会」・「まち

づくり会社」及び関係団体との連携協議 

  ・各仮設店舗事務局・店主との意見交換 

  ・国・県等に対する各種支援制度の創設・改善要望 

      →従来の「グループ化補助金」の枠組みでは被災者のみの構成しか認められ

なかったものが，H25 年度末に経産省より新たな制度（※１）として，条
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件・制限付（※２）ではあるものの，大企業や非被災事業者の構成も認め

られることとなった。 

     ※１：「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金」 

    ※２：「まちなか再生計画」の策定が前提となること，補助率の違い（被災中小企業 3/4，

非被災事業者 2/3，大企業 1/2）があること，大企業は全体面積の 1/2 以下である

ことなど 
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９ 特区活用漁業再生振興プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  ９ 特区活用漁業再生振興プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部水産課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.74 気仙沼市水産業振興特区 

プロジェクトの目標 気仙沼の漁業についての作戦会議を行う体制を作る 

プロジェクトの実施期間 平成 23 年度～ 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

漁業（沿岸，近海，遠洋），水産加工流通業等の水産関係業者の若手代表者が中心

となった組織（（仮称）気仙沼水産業再生振興プロジェクトチーム）を作り，30 年

後も気仙沼が活気溢れる水産業の町としてあり続けるにはどのような取り組みが必

要なのか考え，実行する。 

 

１ （仮称）気仙沼水産業再生振興プロジェクトチーム立ち上げ 

・プロジェクトの要綱案を作成（市） 

・プロジェクトチームのメンバー人選（人選は市民委員会担当委員を中心に）

各分野，次世代を担う若手で構成。 

 

２ プロジェクトチーム結成，活動 

・定期的に会合を開催し，30 年後の気仙沼も見据えてどのような取り組みが

必要かを考え取り組む。 

・民間主導で行い，行政はオブザーバー的立場で参加。 

推進に必要な組織・体制 （仮称）気仙沼水産業再生振興プロジェクトチーム 

平成 23～29 年度の実績 下記「経過」に記載のとおり 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

東京海洋大学と連携し，若手経営者等の知識・情報力アップを狙 

いとし，様々な視点から水産セミナーを実施する。 
－ － 

   

現状での課題 

及び相談事項 

水産業は幅が広く，漁獲から加工・流通の分野まで全てを理解している事業者は少な

い。水産業の発展には，業界全体の役割や課題を理解し，問題解決に向けた取り組みが

必要である。 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29年度下半期 Ｈ30年度上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント 
様々な機会を設け，情報共有の場と

する。 
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項  目 内  容 

これまでの経過 ・水産関係業者の若手代表者が中心となった組織づくりに向けた取組み 

平成 24 年 12 月 26 日       北欧水産業調査派遣事業第１回研修会 

平成 25 年 1 月 16 日     北欧水産業調査派遣事業第２回研修会 

1 月 20 日～28日 北欧水産業調査派遣事業 

     2 月 20 日     北欧水産業調査派遣事業報告会 

平成 26 年 4 月 4 日          水産業輸出促進等調査事業第 1回研修会 

4 月 23 日        同第２回研修会 

5 月 4日～11 日   水産業輸出促進等調査事業 

6 月 6日         水産業輸出促進等調査事業報告会 

6月 15日     世界の英知を復興へ！一次産業の未来を考えるシンポ

ジウムへ参加 

     11 月 28 日    第１回“海と生きる”水産セミナー 

     12 月 16 日    第２回“海と生きる”水産セミナー 

平成 27 年 11 月 28 日    第 3 回“海と生きる”水産セミナー 

     2 月 16 日     第 4 回“海と生きる”水産セミナー 

3 月 28 日     第 5回“海と生きる”水産セミナー 

4 月 22 日    第 6回“海と生きる”水産セミナー 

6 月 3日     第 7回“海と生きる”水産セミナー 

平成 28 年 1 月 21 日     第 1 回“海と生きる”連続水産セミナー2016 

     2 月 15 日     第 2 回“海と生きる”連続水産セミナー2016 

3 月 18 日     第 3回“海と生きる”連続水産セミナー2016 

4 月 27 日    第 4回“海と生きる”連続水産セミナー2016 

6 月 9日     第 5回“海と生きる”連続水産セミナー2016 

12 月 1 日        第 1回“海と生きる”連続水産セミナー3rd シーズン 

平成 29 年 1 月 29 日    第 2 回“海と生きる”連続水産セミナー3rd シーズン 

3 月 22 日    第 3回“海と生きる”連続水産セミナー3rd シーズン 

4 月 25 日    第 4回“海と生きる”連続水産セミナー3rd シーズン 

5 月 27 日    第 5回“海と生きる”連続水産セミナー3rd シーズン 

12 月 6 日    第 1回“海と生きる”連続水産セミナー4th シーズン 

平成 30 年 1 月 30 日    第 2 回“海と生きる”連続水産セミナー4th シーズン 

3 月 17 日    第 3回“海と生きる”連続水産セミナー4th シーズン 
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１０ 文化芸術芸能再興プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １０ 文化芸術芸能再興プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：教育委員会生涯学習課長 サブリーダー： 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.174 被災文化財の修理・修復 

プロジェクトの目標 気仙沼地域の文化，芸術，伝統芸能の再興と創造 

プロジェクトの実施期間 平成２３年度～平成２８年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

１ 被災状況の把握 

 ・無形民俗文化財等の被災調査及び同補足調査実施 

２ 民俗芸能用具の調達 

 ・助成申請 

  被災団体を含めて、民間財団の助成事業を周知し、助成を推薦する。  

３ 民俗芸能の保存と継承 

・伝統・伝承芸能記録保存事業の実施 

４ 民俗芸能イベントの継続的開催 

 ・被災団体による復興公演 

 ・市内団体による公演の継続的開催 

推進に必要な組織・体制 民俗芸能団体の組織化 

平成 23～28 年度の実績 

１ 被災状況の把握【完了】（Ｈ23） 

・無形民俗文化財等の被災調査及び同補足調査 

２ 民俗芸能用具の調達【完了】（Ｈ24～28） 

 ・民間財団の助成事業周知と推薦，民俗芸能用具の補充 

３ 民俗芸能の保存と継承【完了】（Ｈ25） 

 ・記録保存 DVD 及び解説冊子の作成，専門家を招いてのワークショップ開催 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

   

   

現状での課題 

及び相談事項 

再興意思のある被災民俗芸能等団体の用具の補充は完了した。 

今後は，発表機会の確保や後継者育成などソフト事業の展開に重点を移していく

必要がある 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 ―  

復興の速度 ―  

総合評価 Ｆ 完了  

プロジェクト担当課のコメント 

プロジェクトは完了した

が、通常業務の中で，用具

の整備や発表機会の確保な

ど引き続き支援を行ってい

る。 
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項  目 内  容 

これまでの経過 平成 23年 12 月～平成 24 年 1 月 無形民俗文化財等被災状況調査の実施 

      12 月 26 日 震災復興市民委員会プロジェクトにかかるヒアリング 

平成 24年 2 月 20 日 武山委員と市担当課との意見交換確認 

     2 月 21 日 第 16 回市震災復興市民委員会で取組状況を報告 

     3 月 12 日 武山委員，千葉委員，奥原委員と市担当課との意見交換 

5 月 28 日 無形民俗文化財等被災団体会議の開催 

      被災用具の補充希望調査（5 月 31 日現在） 

6 月 28 日 日本財団へ助成要望(8 団体の要望を送付） 

平成 25 年１月 21 日 日本財団の申請団体ヒアリング（7団体：只越七福神舞，

沢虎舞，古谷館打ちばやし，成田山演芸会及び美和太鼓，

八幡太鼓，鹿折中央虎舞，新規に大沢伊勢神楽保存会 

―岩井崎明戸虎舞打ちばやし，平磯虎舞は申請予定分の

用具等が揃ったため辞退） 

2 月 2 日 東日本大震災復興支援 東北の芸能Ⅱ宮城‐伝承の技，つ

ながる心‐ 

「早稲谷鹿踊」出演（国立劇場） 

3 月 5 日   日本財団「地域伝統芸能復興基金（まつり応援基金）」 

助成申請書提出 ：7団体 申請額 2,354 万円 

4 月 15 日 日本財団「地域伝統芸能復興基金（まつり応援基金）」 

助成決定 ：5団体 申請額 2,050 万円 

―成田山演芸会及び美和太鼓，鹿折中央虎舞が不採択 

5 月 10 日 （公社）企業メセナ協議会 東日本大震災 芸術・文化に

よる復興支援ファンド「百祭復興プロジェクト」 

申請書提出 ：美和太鼓 45 万円 

6 月 5 日 （公社）企業メセナ協議会 東日本大震災 芸術・文化に

よる復興支援ファンド「百祭復興プロジェクト」 

助成決定 ：美和太鼓 45 万円 

9 月 28 日 特別企画公演「日本の太鼓」祈り，千里に響く 

「浪板虎舞」出演（国立劇場） 

11 月 3 日 「地域をつなぐ、まつりと芸能 ワークショップ」の開催 

（主催:東北大学東北アジア研究センター･気仙沼市教育委員会）  

平成 26年 1 月 25 日 東日本大震災復興支援 東北の芸能Ⅳ‐伝承の技，つな

がる心‐[岩手・宮城・福島３県の沿岸地域より] 

「小鯖神止り七福神舞」出演（国立劇場） 

3 月   「伝統・伝承芸能記録保存事業」の実施 

（ブルーレイデイスクによる映像記録保存及び解説冊

子の作製）市内団体の参加：31 団体 

（主体：気仙沼・本吉地区文化協会連絡協議会） 

10 月    第 29 回国民文化祭 あきた 2014  

           「小鯖神止り七福神舞」「平磯虎舞」「早稲谷鹿踊」出演 

10 月 26 日 第 18 回みやぎ県民文化祭 

「松圃虎舞」「平磯虎舞」「廿一田植踊」出演 

平成 27 年 1 月 3 日  賀茂神社五日堂祭開催（唐桑町大沢地区） 

     11 月 22 日 全国虎舞フェスティバル 

           「浪板虎舞」出演 

平成 28 年 2 月 28 日 第 16 回地域伝統芸能まつり 

          「鮪立大漁唄込」「崎浜大漁唄込」出演（NHK ホール） 

     10 月 30 日 第 58 回 北海道・東北ブロック民俗芸能大会  

          「松圃虎舞」出演（岩手県民会館） 
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     11 月 13 日 けせんぬま民俗芸能のつどい 

          「浪板虎舞」「小鯖神止七福神」「美和太鼓」「大石倉打ち 

           ばやし」「早稲谷鹿踊」「鮪立大漁唄込」「廿一田植踊」 

          出演（気仙沼市民会館） 

 

※各種イベントへの出演仲介（マッチング）は、通常業務の中で随時実施して

いる。 
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１１ 防災自然公園ベルト「海の照葉樹林」プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １１ 防災自然公園ベルト「海の照葉樹林」プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：建設部土木課 サブリーダー： 

(参考)復興計画関連重点事業等 No. 16海岸保全施設の災害復旧・海岸堤防設置 

プロジェクトの目標 気仙沼市の海岸に照葉樹を植栽し，防潮，防災のための森を形成する 

プロジェクトの実施期間 平成２５年度～平成２７年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

１ 国や県や市など海岸整備の事業主体への提案・植栽するための準備，取り

組みを支援してもらう団体の模索。 

２ 防風林整備事業などと連携 

３  市民からの提案に対する支援 

推進に必要な組織・体制 国・県・市･市民委員・地元等で協議会設置 

平成 23～29 年度の実績 照葉樹林の効用を理解し，実施箇所，手法を検討。 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

   

   

   

   

現状での課題 

及び相談事項 

照葉樹林の効用を理解し，防潮堤背後に設置する防災林等での活用を検討してい

く。 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 －  

復興の速度 －  

総合評価 Ｆ 完了  

プロジェクト担当課のコメント 

プロジェクトの実施期間は

終了したが，地元と調整を

図りながら引き続き検討を

行っていく。 

 

 

項  目 内  容 

これまでの経過 照葉樹林の効用を理解し，防潮堤背後に設置する防災林等での活用について

検討。 

防潮堤整備においては，防潮堤の建設位置や背後の整備手法により，高さや

圧迫感を感じさせず，また，盛土や植樹による景観に配慮した計画が，地元と

意見交換を行いながら進められており，防潮堤背後に設置する防災林等の活用

については，地元との調整を図りながら今後も引き続き検討を行っていく。 
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１２ 水源の分散化（安全な水辺づくり）プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １２ 水源の分散化（安全な水辺づくり）プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー： サブリーダー：ガス水道部工務課（工務課、土木課、環境課） 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.40 緊急時に備えた井戸水や小川の活用  

プロジェクトの目標 災害時における飲料水・生活用水の確保 

プロジェクトの実施期間 平成 ２３年度～平成 ２８年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

災害時利用可能な水源の調査を行う 

 １ 給水車及び可搬式浄水器の整備を行う。 

 ２ 災害時利用可能な水源について，現地調査・水源調査を行い整備の可能性を 

検討する。 

 ３ 利用可能な水源のマップ化・水源の整備災害時利用可能な水源の調査を行う。 

 ４ 井戸所有者に対し，災害時の井戸水使用に関する自治会等への情報提供に係る

意向調査を実施する。 

 ５ 井戸所有者の同意を得たうえで，情報提供できる仕組みをつくる。 

推進に必要な組織・体制 市、市民委員会 

平成 23～29 年度の実績 下記「経過」に記載 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

使用目的に応じた井戸水や小川の活用の検討と応急給水計画 

に基づく体制の確保について検討する。 
  

現状での課題 

及び相談事項 

緊急時に利用が可能となるよう，井戸等の所有者の同意を得た上で，情報提供で

きる仕組みを検討する。 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29 下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ｂ 課題があるが前進  

プロジェクト担当課のコメント 

平成 29 年 3 月に井戸所有者に対し

災害時，緊急的に利用することに関

する意向調査を実施した。 

 

 

項  目 内  容 

これまでの経過 H24 年 2 月 9 日・市震災市民委員会と市担当との意見交換会実施 

H24 年 2 月 21 日・第 16回市震災復興市民委員会で取組状況を報告 

H24 年 6 月 29 日・市震災復興市民委員会勉強会実施 

H24 年 4 月～8月・井戸及び小川の位置図等資料の収集 

H24 年 8 月 31 日・市震災復興市民委員会ワーキング実施 

H25 年 3 月 25 日・東京都水道局より給水車の受贈 

H25 年 4 月 30 日・応急給水計画・応急復旧計画業務委託契約 

H26 年 1 月 26 日・第 19回市震災復興市民会議で取組状況を報告 

H26 年 3 月 31 日・応急給水計画策定 

H27 年 4 月～11月・井戸及び小川の位置図等資料の収集完了 

         他自治体の事例調査実施 

H26 年 11 月 27 日・マップ化について関係課協議 
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H27 年 1 月 28 日・給水車(4t 車)購入納車 

H28 年 3 月 28 日・給水車(2t 車)購入納車（1台更新） 

H29 年 3 月・井戸所有者に対し，災害時の井戸水使用に関する自治会等への情報提

供に係る意向調査を実施 
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１３ 復興住宅整備プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １３ 復興住宅整備プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：建築・公営住宅課長（建築・公営住宅課） 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.20 災害公営住宅の整備 

プロジェクトの目標 災害公営住宅の整備を行う 

プロジェクトの実施期間 平成 23 年度～平成 29 年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

（１） 被災世帯への意向調査を実施 

（２） 意向調査結果の検証 

（３） 公営住宅整備に係るプロジェクトチームの設置 

（４） 災害公営住宅整備計画を策定 

（５） 建設用地の選定 

（６） 復興交付金の申請手続き 

（７） 調査設計の実施 

（８） 用地の取得及び造成 

（９） 災害公営住宅の建設 

（10）  入居事務手続き 

（11）  災害公営住宅の維持管理 

推進に必要な組織・体制 

平成 29年 5月末までに計画した28地区 35団地 2,087戸の整備が完了し入居を開

始している。 

今後は，効果促進事業として実施する内湾地区駐車場整備及び宿地区の周辺環境

整備，各地区事業実績報告などの事務手続き等に取り組む。 

災害公営住宅の全戸完成により，維持管理が増大することから住宅の管理を委託

する宮城県住宅供給公社をはじめ，コミュニティづくり支援を行う地域づくり推進

課など各関係機関等との連携を密にし，管理体制の強化を図る必要がある。 

平成 23～29 年度の実績 これまでの経過に記載のとおり 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

内湾地区駐車場整備 約 232,000 千円 復興交付金確保済 

宿地区周辺環境整備 約 300,000 千円 復興交付金確保済 

現状での課題 

及び相談事項 

 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 －  

復興の速度 －  

総合評価 Ｆ 完了  

プロジェクト担当課のコメント   
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項 目 内 容 

これまでの経過 平成 23 年 12 月～平成 24年 1 月 

「被災世帯に係る今後の住まいについての意向調査」実施 

平成 24 年 6 月 

 独立行政法人都市再生機構（以下「UR」）と復興事業推進に関する協力協定を締結 

平成 24 年 7 月～8月 

「今後の住まいに関する意向調査」実施 

平成 24 年 10 月 

災害公営住宅整備方針公表 

平成 25 年 1 月～3月 

「災害公営住宅整備検討会」を設置 

平成 25 年 3 月 

「災害公営住宅展示会」を開催 

平成 25 年 5 月 

「災害公営住宅整備事業説明会」を開催（市内外 15 地区） 

平成 25 年 6 月 

防災集団移転事業及び災害公営住宅整備事業の造成工事着工式 

平成 25 年 6 月～7月 

「入居仮申込み」を実施 

平成 25 年 8 月～9月 

 各地区整備戸数等の見直し 

平成 25 年 10 月以降（継続） 

 仮申込みに係る入居地区確定 

平成 25 年 12 月 

 (社)気仙沼地域住宅生産者ネットワークと災害公営住宅の整備に係る協定を締結 

平成 26 年 6 月 

 災害公営住宅全体スケジュールの見直し（１回目）及び遅延説明会実施 

平成 26 年 9 月～ 

 南郷地区をスタートに各地区の本申込みを開始 

平成 26 年 10 月 

 南郷地区部屋割り抽選会を実施 ※以降地区ごとに随時実施 

平成 26 年 11 月 

 南郷地区入居者説明会を実施 ※以降地区ごとに随時実施 

平成 27 年 1 月 

 災害公営住宅全体スケジュールの見直し（２回目） 

 気仙沼市災害公営住宅入居式を実施・市営南郷住宅（先工区）75戸入居開始 

平成 27 年 6 月 

 災害公営住宅全体スケジュールの見直し（３回目）及び遅延説明会実施 

平成 27 年 12 月 

 災害公営住宅入居に係る追加募集（第１期）を実施 

平成 28 年 5 月 

 災害公営住宅入居に係る追加募集（第 2期）を実施 

平成 28 年 11 月～12 月 

 「住まいの相談会」を実施 （住宅再建意向未確定者対象） 

平成 29 年 3 月 

 市営宿浦住宅の竣工により，木造戸建・長屋住宅 768 戸全戸完成 

平成 29 年 5 月 

計画した 28 地区 35団地 2,087 戸の災害公営住宅が全戸完成入居開始 

気仙沼市災害公営住宅整備完了・入居式を実施 
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１４ 企業・大学・研究機関誘致強化プロジェクト 

項 目 内 容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １４ 企業・大学・研究機関誘致強化プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：  産業部産業再生戦略課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 
No.94 水産研究機関等再整備・誘致/No.126 観光関連学科等の誘致 
/No.176 大学・研究機関等との連携と誘致 

プロジェクトの目標 
企業・大学・研究機関の誘致や産学官が連携した新しい産業の創出を推進し，多様
性ある産業構成による発展と復興を目指す。 

プロジェクトの実施期間 平成 23 年度～ 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

企業誘致 
 １ 宮城県企業立地セミナーへの参加 
 ２ 企業立地団地調査委託 
 ３ 誘致活動の展開(復興特別区域法による優遇制度等優位性のアピール) 
 ４ 関係機関等との連携による食料品，自動車，高度電子，クリーンエネルギー
産業等の積極的な誘致 
大学・研究機関の誘致 
 １ 検討組織の立ち上げ 
 ２ 観光・水産等の関連学校・学科及び研究機関誘致の検討 
 ３ 観光・水産等の関連開放講座等の開設による人材育成 
 ４ 候補となる学校・学科及び研究機関の調査 
 ５ 誘致活動の展開  
 ６ 学校・学科及び研究機関の設置 
課題 
 １ 利用可能な土地の確保 
 ２ 企業を支える生産人口の確保 
 ３ コンベンション機能の確保 など 

推進に必要な組織・体制 企業・大学・研究機関誘致強化に向けた検討組織の設立 

平成 23～29 年度の実績 

【企業誘致】(企業誘致実績)平成 23年度 1社，平成 24年度 1社，平成 25年度 1社，
26 年度 1社，平成 27 年度１社，平成 28 年度 1社，平成 29年度 4社 
【大学・研究機関の連携と誘致】 
東京海洋大学との連携協定を平成 24 年３月 20 日に締結。同大学三陸サテライトが
平成 24 年 4 月業務開始。水産関係者・市民向け等各種講座の実施している。 
高等教育機関（大学・専門学校等）に関する高校生アンケート，地方創生に係る高
校生及び保護者アンケートを実施。 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

随時 企業誘致活動 ― 計上済 

平成 30 年 8 月  宮城県企業立地セミナーin Tokyo 
― 

計上済 

平成 30 年 11 月 宮城県企業立地セミナーin Nagoyoa 計上済 

企業・大学・研究機関誘致強化に向けた検討組織の設立(未定)   

現状での課題 

及び相談事項 

企業誘致については，新規立地企業に対する税制特例等を設けているが，市内の

浸水区域外で立地可能な平野部が限られているため，用地確保が課題である 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ｂ 課題があるが前進  

プロジェクト担当課のコメント 
立地用地の確保に苦労して

いる。 
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項  目 内  容 

これまでの経過 【企業誘致】 
１ 宮城県企業立地セミナー 
平成 23 年度～29 年度 毎年度 2 箇所（東京・名古屋）参加  
 
２ 企業立地用地基本構想等調査業務 
平成 23 年 6 月～10月 5 箇所（赤岩港，赤岩水梨子，本吉町深萩・漆原・坊の倉）  
 
３ 誘致活動の展開 
平成 24 年 2 月 9 日 民間投資促進特区（ものづくり産業版）の認定 
平成 24 年 5 月 25 日 民間投資促進特区（ものづくり産業版）の変更認定 
平成 24 年 6 月 12 日 民間投資促進特区（IT産業版）の認定 
平成 25 年 6 月 11 日 「海と生きる」観光復興推進計画(観光特区)の認定 

 
４ 食料品，自動車，高度電子，クリーンエネルギー産業等の企業訪問を随時実施  
 
５ 「ゴーヘイ！気仙沼の会」 
平成 24 年 8 月 24 日 発会 
平成 24 年 11 月 27 日 第 2回「水産加工業と早期復興と食品産業の集積地を目指して」  
平成 25 年 5 月 29 日 第 3 回「気仙沼の観光ビジョンと戦略的方策」 
平成 26 年 2 月 4 日 第 19 回「三陸気仙沼の求評見本市」ブース出展 
平成 26 年 2 月 19 日 第 11 回「ビジネスリンク商売繁盛 at 大阪」ブース出展 
平成 27 年 1 月 27 日 第 12 回「ビジネスリンク at パシフィコ横浜」ブース出展 
平成 27 年 2 月 5 日 
 

気仙沼市復興現況報告会開催(共催:気仙沼市・気仙沼商工会議所・

ゴーヘイ！気仙沼の会・気仙沼市住みよさ創造機構) 

平成 28 年 2 月 17 日 第 13 回「ビジネスリンク atナゴヤドーム」ブース出展 
平成 29 年 2 月 10 日 第 14 回「ビジネスリンク at パシフィコ横浜」ブース出展 
平成 30 年 10 月 12 日 第 4 回「気仙沼市の復興と創生～現状報告と未来に向けた

取り組み～」 
 
【大学・研究機関の誘致】 
１ 高等教育機関（大学・専門学校等）に関する高校生アンケートを実施。 
 調査期間 平成 25 年 12 月 9日～17 日 
 配布数 2,111 回収 2,032 (回収率 96.3％) 
 
２ 地方創生に係る高校生及び保護者アンケートを実施し，市内高校生の希望進路
先，職種等に関して調査。 

 調査期間 平成 27 年 7月 13 日～24 日 
 配布数 680（高校二年生）/680（保護者） 回収 607/370（回収率 89.3%/54.4%） 
今後，本市として大学・専門学校の誘致可能性を探るに当たって，当該高等教育

機関を主に市内高校生の進路先として位置付けるのか，気仙沼という土地柄を生か
し市外高校生の進路先として位置付けるのか，検討を十分に行っていく。また，サ
テライトキャンパスの設置や研修・実習の場としての誘致も併せて検討していく。 
 
３ 大学との連携  
 三陸沿岸地域全体の被災地復興支援に係る教育研究及び社会貢献を推進すること
を目的に，国立大学法人東京海洋大学が研究者や学生の活動拠点として本市へサテ
ライトを設置することが決定した。併せて，東京海洋大学との連携協定の締結を行
うこととなった。 
平成 24 年 8 月 5 日 復興支援講演会・東京海洋大学神鷹丸見学会・小学生向け

体験学習の実施 
平成 25 年 7 月 22 日 復興支援講演会【冷凍技術に関する講演会・小学生向け体

験学習・さかなクン特別講演会】 
平成 26 年 3 月 15 日 水産食品のブランド育成セミナー，第 1回水産・海洋を学

習する会～水産都市気仙沼の再発見！～ 
平成 26 年 7 月 31 日 東京海洋大学練習船神鷹丸気仙沼港一般公開 
平成 26年 11月 28日 
～平成 27年 6月 3日 

第１回～第７回「“海と生きる”水産セミナー」 

平成 27 年 7 月 31 日 ウエカツ流！カンタン！美味い！気仙沼のカツオ！（講演会）  
平成 28 年 1 月 21 日 
～同年 6月 9日 

第１回～第５回「“海と生きる”連続水産セミナー2016」 
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平成 28 年 12 月 1 日 
～平成 29 年 5 月 27 日 

第１回～第３回「”海と生きる“連続水産セミナー3rd シー
ズン」 

平成 29 年 12 月 6 日 
～平成 30 年 5 月 23 日 

第 1 回～第 5回 
「”海と生きる“連続水産セミナー4th シーズン」 

 

４ 専門学校の誘致 

 調理師専門学校が市内への立地を表明。市の食材を利用した授業や，地域飲食業

の振興などの波及効果が期待される。引き続き多様な学びの場や人材の創出のため

に，専門学校等の誘致を検討していく。 
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１５観光メニュー開発プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  観光メニュー開発プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部観光課長  サブリーダー：産業部観光係長 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.109 観光戦略会議の設置と関係団体の組織化支援  

プロジェクトの目標 
震災の教訓を活かした新たな観光プログラムの構築 

観光再生に向けた新たなイベントの創出 

プロジェクトの実施期間 平成２３年度からの継続事業 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

１ 推進組織「観光戦略会議」の立ち上げと検討 

２ 観光資源の現状把握と再検証 

（平成 25 年仙台・宮城デスティネーションキャンペーンの取り組みと連携）  

３ 観光誘客・宣伝イベントへの支援実施 

４ 観光協会等との連携による観光メニュー開発及び人材育成 

５ モニターツアーなどの実施 

６ 商品化に向けた旅行エージェントへの周知 

７ 観光メニューの旅行商品化 

推進に必要な組織・体制 気仙沼市観光戦略会議 委員：有識者，観光事業者，観光まちづくり団体の方々  

平成 23～29 年度の実績 

●観光客入込数 ※以下は暦年（１～12 月）の集計         （単位：人） 

区 分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

入込数 432,600 784,450 1,019,400 1,238,100 1,351,400 1,353,560 1,456,200 

●宿泊者数 

（１）観光客のみ計上 
区 分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

入込数 39,895 93,499 132,445 145,030 159,162 210,532 236,169 

（２）観光客・復興関連・二次避難者の合計 
区 分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

入込数 271,755 246,599 280,422 340,858 383,559 444,196 353,535 
 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

気仙沼ＤＭＯ推進事業 72,687 千円 72,687 千円 

観光魅力創造補助金交付事業 8,000 千円 7,500 千円 

現状での課題 

及び相談事項 

 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント 計画の想定通り 
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項  目 内  容 

これまでの経過 １「観光戦略会議」 

  平成 25 年３月 29日「観光に関する戦略的方策」バージョン２（最終案）を 

市長へ提言。 内容は下記のとおり 

○気仙沼市観光戦略が目指す将来像 

  (1)気仙沼の強みを活かした観光振興 

  (2)ビルド・バック・ベター 

(3)人とのつながりを大事にする観光地 
※数値目標は，短期(３年)・中期(６年)・長期(10 年)に分けて設定 

○観光再生による「魅力的なまちづくり」に向けた中核的２大戦略 

戦略１ 気仙沼ならではのオンリーワンコンテンツを活用した誘客戦略 

戦略２ 水産業と観光産業の連携・融合による新たな付加価値創造戦略 

○中核的な２大戦略を下支える「基盤整備」 

戦略３ 観光まちづくりに向けた基盤強化戦略 

       A．ハード面の基盤整備：市内の観光施設等の整備 

       B．ソフト面の基盤整備：推進体制の設置，観光推進特区の適用 

○中核的な２大戦略を補強し発展させる「個別戦略」 

戦略４ 観光資源の磨き上げによる観光魅力創造戦略 

戦略５ 観光市場（マーケット）とのコミュニケーション戦略 

戦略６ 「観光地・気仙沼」を目指した観光客受け入れ体制の強化戦略 

  戦略７ 広域観光プログラム開発及びインバウンド対策の強化戦略 

※以上を具現化するための組織として，観光戦略会議委員が中心となり平成 25年 6

月に（一社）リアス観光創造プラットフォームが設立された。 

２ 仙台・宮城 DC(デスティネーションキャンペーン)関連の取り組み 
（DC：JR の全面協力のもと全県を挙げて取り組む全国大型観光キャンペーン） 

 ○平成２６年４月～６月 仙台・宮城【伊達な旅】春キャンペーン２０１４ 

 ○平成２７年７月～９月 仙台・宮城【伊達な旅】夏キャンペーン２０１５ 

 ○平成２８年７月～９月 仙台・宮城【伊達な旅】夏キャンペーン２０１６ 

○平成２９年７月～９月 仙台・宮城【伊達な旅】夏キャンペーン２０１７ 

 ※各種イベント，エリアガイドブック・JR 車内吊りポスターの作成・掲示 

３ 観光誘客・宣伝イベントへの支援実施 

○気仙沼市観光誘客宣伝イベント支援事業 ※対象：新規事業，補助上限 50 万円 

     平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月 19 件  7,510,000 円 

    平成 25年 4月～平成 26 年 3 月 18 件  6,434,000 円  

    平成 26年 4月～平成 27 年 3 月 3 件    777,000 円  

○気仙沼市観光まちづくり事業支援事業  
※新規・継続事業いずれも可とした，補助上限 100 万円 

    平成 26年 8月～平成 27 年 3 月 5 件   補助交付額 3,849,000 円  

○気仙沼市観光魅力創造補助金交付事業  
※上記２つを統合，新規・継続事業いずれも可，補助上限 200 万円 

    平成 27年 5月～平成 28 年 3 月        9 件  7,204,800 円 

     平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月       11 件  7,500,000 円 

平成 29 年 4 月～平成 30年 3 月       ９件   6,538,000 円 

４ 観光協会等との連携による観光メニュー開発及び人材育成  

 ○気仙沼市観光受入れ態勢整備推進協議会との連携（毎年） 
  ・市内観光巡回バスの運行 

（毎年４月～１０月の土日祝運行，１乗車あたり小学生以上 100 円，小学生未満無料） 

  ・徳仙丈山つつじバスの運行 
（開花時期の土日／中学生以上片道 500 円，中学生以下片道 200 円） 

 ○気仙沼観光コンベンション協会，気仙沼商工会議所，リアス観光創造プラットフ

ォームとともに「DMO※」の構築に向けた協議を平成 27年 7月より開始 

平成２８年度 設立準備会 ４回開催 
※DMO とは「Destination／Management・Marketing／Organization」の略で，経営的視点
から地域全体の観光マネジメントが一本化された下記の各種機能を有すプラットフォーム
型組織を指す。この仕組みづくりを実施するもの 

      ～各種機能～ 

        「マネジメント」機能：全体調整，観光資源の開発・品質向上 
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        「マーケティング」機能：着地者側・発地者側双方のニーズ調査，データ収集・分析 

        「資金調達」機能：収益事業の推進  
        「人材育成・活用」機能：他産業も含めた複合的な人や組織の参画促進 

平成 29 年 気仙沼観光推進機構（気仙沼版 DMO）の設立 

  平成 29 年 4 月に気仙沼版 DMO である「気仙沼観光推進機構」を設立。同時に事

務局機能を担う「一般社団法人気仙沼地域戦略」を設立した。この枠組みのもと，

各関係団体の役割分担を明確にしたうえで主要テーマと主管団体を定め，各テー

マの検討・実行を行う。 

○（一社）気仙沼地域戦略（リアス観光創造プラットフォームの後継組織）と気仙

沼観光コンベンション協会（受付）及び市民・水産関連事業者有志の連携による

観光メニュー開発の取り組み 

・「ば！ば！ば！の場」プロジェクト 

市民意識の醸成を目的に，地元を知ってもらうワークショップ等を開催。 

【H26 年度】４回開催 

  【H27 年度】１２回開催 

  【H28 年度】６回開催 

【H29 年度】７回開催   

※観光チーム気仙沼の活動は下記のとおり 

５ モニターツアーなどの実施   

６ 商品化に向けた旅行エージェントへの周知 

○観光チーム気仙沼によるモニターツアー 
※ツアー参加者の意見を観光資源の磨き上げに活用 
【H25 年度】気仙沼うんめもんツアー 30 人参加 

【H26 年度】気仙沼みつけ旅 23 人参加 

【H28 年度】大島モニターツアー 11 人参加 

７ 観光メニューの旅行商品化 

平成 27 年度より，観光チーム気仙沼による JTB 団体旅行商品「知恵の旅」の実施

→「しごと場・あそび場ちょいのぞき気仙沼」と名付け，水産業とこれを支える製

氷業，製函業，漁業資材会社の他，幅広い業種の見学やワークショップ・食事等を

組み合わせたもの。 

  【H27 年度】５回開催  計 361 人参加 

  【H28 年度】１１回開催 計 1,222 人参加 

【H29 年度】１０９回開催 計 3,001 人参加 
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１６ ＮＰＯ・ＮＧＯとの積極的協働プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １６ ＮＰＯ・ＮＧＯとの積極的協働プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課） リーダー：震災復興・企画部地域づくり推進課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.187 市民（自治組織）・NPO・企業等とのネットワークづくり 

プロジェクトの目標 NPO・NGO の支援を効果的かつ効率的に復興に生かせる仕組みづくりを行う。 

プロジェクトの実施期間 平成 23 年度～ 

想定される完了まで

の事業展開 

 

 

 

 

 

１ 「こども（事務局：子ども家庭課）」，「しごと（事務局：産業再生戦略課）」

分科会については，それぞれの課題解決にはプロジェクト単位で取り組むこ

とが効果的であると思われることから，見直しを検討する。そのため，NPO

と市がそれぞれの課題について洗い出しを行い，課題別にプロジェクト単位

で協議していく。また，市民と NPO とのマッチングについては，NPO・NGO

連絡会や NPO・NGO 連絡会の facebook 及び Twitter を通じて行っている。ま

た，NPO のほか大学等の研究機関等については，市の公式ウェブサイトでも

紹介している。 

２ NPO や NPO のドナー，被災地を支援したい企業等を広く集め，支援者とプ

ロジェクトをつなぐお見合い会を実施する。  

３ せんだいみやぎ NPO センターやみやぎ連携復興センター等と連携し，研究

機関や企業，市内の NPO 等のネットワークづくりを促し，分科会への参加を促進する。  

４ 全国の気仙沼を応援したい方を会員とする気仙沼ファンクラブを設立し，

復興の様子や観光，物産情報の積極的な発信を行うとともに，各種課題に

対して協力を募っていく。 

 ５ 市外 NPO の撤退を見据え，地元 NPO（人材）の育成に取り組む。 

推進に必要な組織・体制 

市の震災復興推進体制との関わり方 

・支援者とプロジェクトのお見合い会の実施に向けた協力体制の構築 

・NPO/NGO 連絡会や気仙沼大学ネットワークの事務局機能の強化 

平成 23～29 年度の実績 下記「経過」記載のとおり 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

地元団体のネットワーク会議の実施 未定 未確定 

地元人材の育成 11,898 千円 確定 

要再調整：支援者とプロジェクトのお見合い会の実施 未定 未確定 

気仙沼ファンクラブの会員募集及び情報発信等 1,907 千円 確定 

必要に応じて     分科会連絡会の開催 － ― 

現状での課題 
・各分科会の体制の見直し 

・今後のスケジュールの見直し 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29 年度下半期 Ｈ30 年度上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ｂ 課題があるが前進  

プロジェクト担当課のコメント 

 担い手育成事業やファンクラ
ブ事業等については，推進でき
たものの地元団体のネットワー
ク会議等は実施できなかった。 
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項  目 内  容 

これまでの経過 平成 24年 3 月 31 日に，市民委員会の担当委員及び NPO の幹事団体（有志）と

ともに，各課から提出された課題及び NPO や研究機関等との協働事業についての

今後の進め方について打合せ会を行った。その際，各分科会においてマッチング

を図っていくことを確認したが，こども分科会については事務局である社会福祉

事務所（子ども家庭課）ではこれまで 1度も開催していない。しごと分科会につ

いては，1度開催したものの，取り扱う内容が広範にわたるため議論しづらく見

直しが必要であることから，分科会内ではなくプロジェクトごとに個別のマッチ

ングを行うほうが効果的であると考えている。 

なお，仮設住宅分科会については，平成 23年度に 7回，平成 24 年度に 8回の

計 15 回開催しており，改めてマッチングを行うまでもなく，課題が挙がり次第，

関係課，NPO 等が協議し解決を図っている。 

まちづくり分科会については，平成 24年 5 月 27 日に第 1回目を開催し，防災

集団移転や漁村集落に関する本市の方針と住民の合意形成状況の確認と意見交

換をおこなった。また，平成 25 年 10 月 24 日に第 2回目を開催し，防災集団移

転・災害公営住宅・土地区画整理事業の進捗状況等や仮設住宅における見守り活

動の状況について説明するとともに，災害公営住宅等におけるコミュニティ形成

について意見交換した。 

地元団体のネットワーク会議については，NPO/NGO 連絡会に参加している地元

メンバーとともに地元団体を個別に訪問して，意見交換を行った。 

NPO/NGO 連絡会のコーディネート機能や情報発信機能強化については，一般社

団法人気仙沼まちづくり支援センターが行っている。 

地元 NPO の育成については，震災後立ち上がった団体も含め，団体としての活

動基盤強化のため，他団体と協力し会計基準講座・会計個別相談会や助成金獲得

に向けた講座等を実施しするとともに，平成 25・26 年度においては，阪神淡路

大震災や中越地震を経験している方を講師に招き支援者研修会を開催した。ま

た，平成 27 年度～平成 29 年度において，事業運営に必要なノウハウの習得や助

成金申請等の団体基盤強化に繋がる講座を開催した。 

 地元人材の育成として，地域コミュニティに関する勉強会「ぬま塾」を平成

25 年度から平成 29 年度までに計 23 回開催，地域活動に取り組む若者の仲間づ

くりと地域に対するアクションに繋げることを目的とした，まちづくり交流会

「ぬまトーーク」を平成 26 年度から平成 29年度までに計 10 回開催した。 

 また，平成 27 年度からは，地域コミュニティに関する実践型勉強会「ぬま大

学」を，平成 29 年度は，卒業後，積極的に地域で活躍できる人材育成を目標と

した「気仙沼の高校生マイプロジェクトアワード」を開催した。 

 NPO での市と協議したい事項の洗い出しについては，平成 25 年 8 月 6 日に気

仙沼 NPO/NGO 連絡会において課題の洗い出し会を行い，その課題についてまちづ

くり分科会で意見交換を行った。 

気仙沼ファンクラブについては，市内観光施設や宿泊施設等へのポスター掲示

やイベント時に周知活動を行い，会員の増加に向けて取り組んでいる。 

平成 30年 3 月末現在の会員数は 9,240 人であり，入会していただいた方に，

会員証の発行に加え気仙沼の情報を発信，会員特典として市内施設の入館料割引

や市内店舗での割引サービスを行っている。 
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１７ 情報発信改革プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  １７ 情報発信改革プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  
リーダー：秘書広報課長 サブリーダー：震災復興・企画課長 

※個別事業の関係課：危機管理課，地域づくり推進課ほか 

(参考)復興計画関連重点事業等 No.34 災害時の広報体制 ／ No.189 情報の共有体制づくり 

プロジェクトの目標 災害時の広報体制，情報の共有体制づくり 

プロジェクトの実施期間 
平成 23 年度から 26 年度まで（復興計画重点事項№34） 

平成 23 年度から継続事業（復興計画重点事項№189） 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

１ 広報けせんぬま号外版 

 ・協力依頼先へ，号外版の受信・掲示の可否を確認する。 

 ・庁内へ周知し，随時，号外版を発行する。 

 ・発行開始 

２ 市公式 WEB サイト 

 ・WEB サイト掲載内容の精査・充実 

推進に必要な組織・体制 

情報発信体制の再構築は，各部署が施策の企画立案段階から，市の発信チャ

ンネルの特性を理解した上で，戦略的・積極的に発信する「庁内の体制づくり」

と「職員の意識改革」の実現がゴールとなる。 

そのため，体制づくりは震災復興・企画課と共同で推進し，個別事業につい

ては各担当部署と共同で推進する必要がある。 

平成 23～29 年度の実績 

・市長記者会見（平成 23 年３月～） 

・市公式 facebook〔海外・国内向け〕（平成 23年８月～） 

・秘書広報課ツイッター（平成 23年 11 月～平成 26 年６月） 

・広報けせんぬま号外版（平成 24年７月～） 

・けせんぬま復興ニュース（平成 24 年８月～） 

・新たな災害情報システムの構築・運用（平成 25 年４月～） 

・市公式 WEB サイトリニューアル（平成 24 年４月，平成 28 年９月） 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

時期未定      市の広報広聴コミュニケーションプラン 

及びガイドラインの策定検討 
－ － 

現状での課題 

及び相談事項 

施策の情報（途中経過を含む）について，企画立案段階から戦略性を考慮し発信す

るための仕組みづくりと，職員の意識改革が課題。解決に向け，市としての広報戦

略計画と指針策定に取り組むことを検討している。 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29下半期 Ｈ30 上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント ―  
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項  目 内  容 

 

これまでの経過 

 

１ 市長記者会見（平成 23 年３月～） 

震災翌日から連日記者会見を開催し復旧・復興施策等の情報を発信。現在は

毎週２回実施。 

 

２ 市公式 facebook（平成 23 年８月～ 平成 24 年 11 月～） 

ＳＮＳ「フェイスブック」を活用し，市の復興の姿を海外と国内向けに発信。

平成 23年 8 月に，ボランティアチーム「The Great Challenge」と協働で海外

向けに市公式 facebook ページ「KESENNUMA – BUILDING  FOR THE FUTURE」を

作成・情報発信。また，平成 24年 11 月に，国内向けの公式ページ「はまらい

んや！気仙沼」を作成・情報発信を開始した。 

運用にあたっては，チームメンバーと秘書広報課職員が，週１回，運用方針

や掲載内容等に関する電話会議を実施していたが，平成 28 年からは，フェイ

スブック内のメンバー専用トークルームで投稿のつど情報交換を行っている。 

 

３ 秘書広報課ツイッター（平成 23 年 11 月～平成 26 年６月） 

自治体や団体から本市へ寄せられた支援内容などを発信する市公式ツイッ

ターを運用した。 

 

４ 担当委員と市職員との意見交換会開催（平成 24 年１月４日） 

齋藤委員と情報発信関連部署職員（秘書広報課，危機管理課，企画政策課情

報化推進室（現：震災復興・企画課情報化推進室），まちづくり推進課（現：

地域づくり推進課））が参加。プロジェクト趣旨や目的の合意形成，スケジュ

ール確認等を行った。 

 

５ 担当委員による進捗状況の確認（平成 24年 1 月 15 日） 

上記意見交換時のスケジュール等に基づき，齋藤委員からプロジェクトの進

捗状況について確認を受けた。 

 

６ 広報けせんぬま号外版（平成 24 年７月～） 

情報伝達の確実性を高めるため「広報けせんぬま号外版」を発行。配信先と

して，公共施設（国・県），金融機関，商店，医療機関等 162 団体に照会し，

145 団体からの協力を得て配信を開始。第 3号発行時から，自治会を発行対象

に追加した（協力可 154 団体）。 

・第 1号(7 月 12 日 第 1 号発行 協力団体 145 団体，仮設住宅 93 団地） 

・第 3号（協力団体 145 団体，仮設住宅 93 団地，自治会 154 団体） 

 

７ けせんぬま復興ニュース（平成 24 年８月～） 

復興推進を目的とした「けせんぬま復興ニュース」を毎月 2回発行。復興に

向けた取組の進捗情報や復興関連情報を掲載。広報とあわせて毎戸配布し，市

外避難者にも送付している。 

 

８ 情報発信体制の見直し 

平成 24 年 12 月から平成 26 年３月まで，ＫＤＤＩ株式会社からの広報業務

支援員１人を受け入れ，情報発信体制の見直しを実施した。 
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項  目 内  容 

 

９ 新たな災害情報システムの構築・運用（平成 25 年４月～） 

従来の防災行政無線に加え，携帯電話の緊急速報メール，災害ＦＭ，ツイッ

ターなどに災害情報を一斉配信するシステムの運用を開始。消防庁の全国瞬時

警報システム（Ｊアラート）とも連携するもので，迅速な災害情報の発信が可

能となった。 

コミュニティＦＭによる市政情報番組の放送開始、災害時の緊急放送にも対

応（平成 29 年 7月～ ※災害ＦＭは平成 29年 6 月で廃止） 

 

 

10 市公式 WEB サイトリニューアル 

平成 24年 4 月 9日に齋藤委員と打合せを行い，現在の WEB サイトの課題と，

リニューアルに向けたあるべき姿（ビジョン）を確認した。 

庁内の情報発信・共有責任者を震災復興・企画部長に決定。i-city を含め

た CMS（ホームページ作成ソフト）の比較検討した結果，現システムの契約期

間等の関係から，当面は，引き続き利用する i-city を可能な範囲でリニュー

アルすることに方針を決定した。 

リニューアル方針により，掲載コンテンツの確認（削除・修正等）作業を行

い，平成 25 年 6月にホームページのリニューアルを実施した。 

平成 28 年 2 月に，プロポーザル方式による市ホームポージ作成システム構

築業務の委託業者を選定し，3月に事業者と契約を締結。システム構築（ＣＭ

Ｓ）を行い，平成 28年 9 月 26 日にサイトリニューアルを実施した。 

 

11 住民懇談会 

市政懇談会に加え，応急仮設住宅居住者懇談会等を開催し，広聴及び情報共

有に努めた。 
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１８ 復興シンボルイベント開催プロジェクト 

項  目 内  容 

プ ロ ジ ェ ク ト 名  復興シンボルイベント開催プロジェクト 

市プロジェクトリーダー（市担当課）  リーダー：産業部水産課長 

(参考)復興計画関連重点事業等 計画全体の進捗の中で具現化 

プロジェクトの目標 復興の節目ごとに復旧・復興の目標となるようなイベントを計画し，実施する 

プロジェクトの実施期間 ～平成 32年度 

想定される完了までの

事業展開 

 

 

 

 

 

１ 復興の節目に開催するイベントの詳細についての検討 

２ 実施に向けて必要な協議（例：全国豊かな海づくり大会について実施主体の宮城県への働きかけ）  

３ 実施に向けた組織づくり 

４ 各団体との合意形成 

５ 復旧・復興の状況とのマッチング 

６ 震災から 5年～7年後（平成 28 年度～平成 30 年度）に全国豊かな海づくり 

  大会を実施（開催年の前年にプレ大会実施） 

７ 震災から 10 年（平成 3３年度）に「スローフィッシュ」を開催 

推進に必要な組織・体制 

１ 全国豊かな海づくり大会 

(1)宮城県における実施主体の設立 

(2)市内における実施に向けた組織の設置 

２ スローフィッシュ 2021 

  スローフード気仙沼と連携し，実施に向けた組織・体制を整備 

平成 23～29 年度の実績 

平成 24 年 2 月 21 日 第 16 回市民委員会において，シンボルイベントを「全国豊か

な海づくり大会」と「スローフィッシュ 2021」とすることと

し，市に提案することを決定。 

3 月 12 日 市民委員会から市長に上記イベントの提案書を提出。 

6 月 15 日 (社)全国豊かな海づくり推進協会 市村専務理事が市長を表敬訪問  

7 月 5 日 海を守る運動推進委員会の提供によるヒラメ稚魚の放流 

平成 25 年 4 月 1 日  気仙沼市震災復興記念事業基金を創設 

 

今後のスケジュール 必要経費の概略 予算の確定状況 

未定 未定  

   

   

現状での課題 

及び相談事項 
 

 

進捗評価 当期評価（直近６カ月の評価） 

評価時期 Ｈ29年度下半期 Ｈ30年度上半期 

復興の内容 Ａ 計画の想定通り  

復興の速度 Ａ 計画通りに進んでいる  

総合評価 Ａ 計画通り  

プロジェクト担当課のコメント 今後タイミングを見て展開 
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項  目 内  容 

これまでの経過 平成 24年 2 月 21 日 第 16 回市民委員会において，シンボルイベントを「全国

豊かな海づくり大会」と「スローフィッシュ 2021」とす

ることとし，市に提案することを決定。 

3 月 12 日 市民委員会から市長に上記イベントの提案書を提出。 

6 月 15 日 (社)全国豊かな海づくり推進協会 市村専務理事が市長を

表敬訪問 

7 月  5 日 海を守る運動推進委員会の提供によるヒラメ稚魚の放流 

 10 月 10 日  第 36 回全国豊かな海づくり大会（平成 28 年度）の山形県開催決定 

平成 25年 4 月 1日  気仙沼市震災復興記念事業基金を創設 

11 月 27 日 県漁協菊地会長が村井知事に口頭で「全国豊かなうみづくり大会」の誘致を要望  

 12 月    市議会一般質問での「全国豊かな海づくり大会」の誘致

に関する質問に対し，関係機関と協調しながら，県に働き

かけていく旨市長答弁 

平成 27年 3 月 9日  第 37 回全国豊かな海づくり大会（平成 29 年度）の福岡県開催決定 

平成 28年 3 月 2 日  宮城県知事が県議会において平成 32 年大会開催地として 

          立候補する旨を発言 

      4 月 21 日 第 38 回全国豊かな海づくり大会（平成 30 年度）の高知

県開催決定 

     9 月 1 日 第 39 回全国豊かな海づくり大会（平成 31 年度）の秋田県

開催決定 

     12 月 1 日  第 40 回全国豊かな海づくり大会（平成 32 年度）の宮城県

開催決定 

平成 30年 1 月 29 日 第 40 回全国豊かな海づくり大会第 1回準備委員会開催 

 

 

 


